
内閣府

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

施策名：１ 公文書管理制度の適正かつ円滑な運用（政策１－施策①）

001
国立公文書館の機能・施設の在り方等に関する
調査検討経費

平成２０年度 － 106 156 103  点検対象外 現状通り
引き続き、事業全体の改善や効率化を検討し、
概算要求に適切に反映させること。

19 19 0 - 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施等
に努める。

大臣官房 一般会計
（項）公文書等管理政策費
（大事項）公文書等管理政策
に必要な経費

内閣
府

- 0001 - - - - - 平成２８年度対象 ○

施策名：２ 重要施策に関する広報（政策２－施策①）

002 放送諸費 昭和２４年度 － 517 517 665  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

495 706 211 - 現状通り

引き続き、実施した広報の効果等の分析を
踏まえつつ、PDCAサイクルの実施を基本に
捉え、効率的・効果的な広報の実施に努め
る。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0002 - - - - - 平成２８年度対象

003 出版諸費 昭和２４年度 － 757 757 729  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

759 759 - - 現状通り

引き続き、実施した広報効果等の分析を踏
まえつつ、ＰＤＣＡサイクルの実施を基本
に据え、効率的・効果的な広報の実施に努
める。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0003 - - - - - 平成２８年度対象

004 事業諸費 昭和２４年度 － 3,079 3,079 2,989  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

3,204 4,449 1,245 - 現状通り

引き続き、効率的・効果的な広報を実施す
る。また、実施した広報の効果等の分析を
踏まえつつ、必要な広報を効率的に実施す
る経費を概算要求に反映させている。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」2,787

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0004 - - - - - 平成２９年度対象

005 政府広報ホームページ事業諸費 平成１４年度 － 185 185 155  点検対象外 現状通り
引き続き、国民に対し分かりやすい情報の発信
に努めるとともに、効率的に執行した実績を概
算要求に反映させること。

128 145 17 - 現状通り

政府広報ホームページ事業諸費は事業概要
のとおり政府広報ウェブサイトを運営する
ための経費であり、システムの保守・管理
経費が中心であって、広告の作成、出稿費
を中心とする事業諸費とは切り分けて計上
しているところである。業務にあたって
は、引き続き国民に対し分かりやすい情報
の発信に努め、効率的・効果的な情報の発
信に努める。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0005 - - - - - 平成２９年度対象

006 戦略的広報経費（国内） 平成２５年度 平成３０年度 2,804 1,362 1,247  点検対象外 現状通り
引き続き、事業全体の改善や効率化を検討し、
効果的･効率的な事業の実施に努めること。

- - - - 現状通り
事業実施に当たっては、効果的なクロスメ
ディアで展開することにより、効率的な広
報の実施を戦略的に取り組む。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0006 - - - - - 平成２６年度対象

施策名：３ 国際広報の強化（政策２－施策②）

007 戦略的広報経費（国際） 平成２５年度 平成３０年度 - 755 755  点検対象外 現状通り
引き続き、事業全体の改善や効率化を検討し、
効果的･効率的な事業の実施に努めること。

- - - - 現状通り

総理外遊時等に合わせたイベントの実施
や、海外TVCM、SNS等による発信について、
発信タイミングを意識しつつ、その時々の
重要広報課題に応じて効果的に国際広報を
行っていくこととする。その際、同じ予算
でより多くの成果を引き出すため、広報
ターゲット及びテーマを一層明確化・細分
化する等、費用対効果が最大化されるよう
取り組む。事業の実施に当たっては、関係
省庁等、組織内外との連携を強化し、効果
的・効率的な広報を目指す。また、広報効
果測定のための調査により、改善点を明確
にすることで、今後の広報に役立てるPDCA
サイクルを確立し、継続的な改善に努め
る。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0007 - - - - - 平成２６年度対象

008 重要事項に関する戦略的国際広報諸費 平成２６年度 － 3,598 3,598 3,510  点検対象外 現状通り
引き続き、事業全体の改善や効率化を検討し、
概算要求に適切に反映させること。

3,598 4,198 600 - 現状通り

常に変化する国際情勢や、メディア環境に
迅速かつ柔軟に対応し、同じ予算でより多
くの成果を引き出すため、広報ターゲット
及びテーマを一層明確化・細分化する等、
費用対効果が最大化されるよう取り組む。
事業の実施に当たっては、関係省庁等、組
織内外との連携を強化し、あらゆる広報
ツールを通じて効果的・効率的な広報を目
指す。また、年間の広報効果測定のための
調査を実施し、改善点を明確にすること
で、今後の広報に役立てるPDCAサイクルを
確立し、継続的な改善に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」596

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0008 - - - - - 平成２７年度対象

施策名：４ 世論の調査（政策２－施策③）

009 世論調査等諸費 昭和２２年度 － 160 160 161 

・内閣府が行う世論調査の目的を明確にした
上で、広範に各省庁における利活用の実態を
把握するとともに、更に国民に広く利活用さ
れるような手段を講じ、目指すべきアウトカ
ムを設定すべきではないか。
・実質的に同じ２事業者のみが入札に参加す
る状況が続いていることについては、競争性
が発揮できていないとの批判もあり得るとこ
ろであり、参加可能な事業者の意見を聞いた
上で、それを反映した方策を講じることによ
り、早急に改善する必要があるのではない
か。
・調査手法や分析手法について、民間におけ
る世論調査の事例等も参考にしつつ改善に向
けて不断の見直しを図るべきである。

事業内容の一部改
善

公開プロセスの結果を踏まえ、事業の見直しを
行い、概算要求に反映させること。

160 160 - - 
年度内に改善を検

討

公開プロセスにおける外部有識者の所見を
踏まえ、以下の改善について検討してい
く。
・レビューシートのアウトカムに、従来の
白書等への引用件数に加え、新聞への引用
件数、ホームページへのアクセス数の追加
を検討する。
・事業者へのヒアリング等により、より幅
広く参加可能となる方策を検討する。
・調査手法等の見直しについて、引き続き
調査研究を継続し、調査の目的に応じて本
格的な導入を検討していく。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0009 - - - - - その他

施策名：５ 政府調達に係る苦情処理（政策３－施策①）

010 政府調達苦情処理の推進に必要な経費 平成８年度 － 3 3 0.1  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効果
的かつ効率的な予算執行に努めること。

3 3 0 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の
効果的かつ効率的な予算執行に努めるこ
と。

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0010 - - - - - 平成２９年度対象 　

施策名：６ 対日直接投資の推進（政策３－施策②）

011 対日直接投資の促進に必要な経費 平成１３年度 － 12 12 0.3 

 対日投資を促進するという大目的、しかし
実際の活動は会議の開催。必要なイベントで
あることは理解できるので、イベントの開催
について何らかの工夫をするのはいかがか。
開催を増やす、開催の方法やタイミングを工
夫するなどである。この工夫が必要ない、で
きないのであれば、会計検査のみの話で終わ
る。

現状通り
開催数、開催の方法やタイミングなど、より計
画性をもって予算を執行すべき。

7 4 ▲3 - 現状通り
所見を踏まえ、計画性をもった予算執行に
努める。

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0011 - - - - - その他

施策名：７ 道州制特区の推進（政策３－施策③）

012 道州制特区の推進に必要な経費 平成１８年度 － 1 1 0.4  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効果
的かつ効率的な予算執行に努めること。

1 1 ▲0 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の
効果的かつ効率的な予算執行に努める。

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0012 - - - - - 平成２９年度対象

施策名：９ 民間資金等活用事業の推進（PFI基本方針含む）（政策３－施策⑤）

013 民間資金等活用事業調査等に必要な経費 平成１３年度 － 313 1,522 1,297 

 １つの施策に指標が3つは難しい。調査と地
方公共団体への支援とは切り離すべきではな
いか。また、補助の部分は内閣府が直接コン
トロールするのは難しい。事業ごとに分解し
て、アウトプットからアウトカムを再構成し
て理解しないと､一般国民にはわかり辛い。

現状通り

各事業（調査や助成事業）がＰＦＩ事業全体の
どの段階を支援するもので、どのように事業が
流れていくのか、それによってアウトプットが
生まれ、最終的にアウトカムにつながるといっ
た事業の一連の流れについて説明の工夫をして
いくべきではないか。

171 198 27 - 現状通り

PPP／PFI事業規模目標の21兆円（平成25年
度から34年度までの10年間）達成を最大の
目標とし、地方自治体への支援等を通じ裾
野拡大を行い事業実績に結び付けることが
重要であるとの考え方から指標を3つ設定し
事業を推進しており、事業についての分か
りやすい説明への対応も検討しながら、引
き続き事業の適切な実施に留意するととも
に、予算の効率的・効果的な執行はもとよ
り、説明責任を果たすことにも努めてまい
りたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」142

政策統括官（経済
社会システム担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0014 - - - - - 最終実施年度 ○ ○

施策名：１０ 市民活動の促進（政策３－施策⑥）

014 市民活動の促進に必要な経費 平成１０年度 － 92 92 62  点検対象外 現状通り
引き続き、1者応札改善の取組みを継続するこ
と。

70 85 15 - 現状通り

所見を踏まえ、引き続き、一社応札の改善
に留意しながら、ＮＰＯホームページ等に
よる情報発信の強化や法制度の円滑な運
用・周知等を図る。

政策統括官（経済
社会システム担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0015 - - - - - 平成２６年度対象 ○

施策名：１１ 民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する制度の運用（政策３－施策⑧）

015 休眠預金等活用に関する調査等に必要な経費 平成２９年度 － 32 32 14 

 調査が休眠預金の活用策の検討に役立った
かどうか、あるいは会議の議論が役にたった
かどうかの判断はできるはず。そうした記述
すら無いのであれば、アカウンタビリティと
は言えない。工夫して欲しい。

現状通り

外部有識者の所見にあるように、調査の実施に
よってどのような点が明らかになり、審議会の
議論や基本方針の策定に役立ったのか、わかり
やすい説明に努めるべき。

44 34 ▲10 - 現状通り

外部有識者の所見にあるように、調査の実
施によってどのような点が明らかになり、
審議会の議論や基本方針の策定に役立った
のか、わかりやすい説明に努めるべき。

政策統括官（経済
社会システム担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0001 - - - - - 前年度新規 ○

施策名：１２ 内外の経済動向の分析（政策３－施策⑨）

016 国内の経済動向調査等に必要な経費 平成１２年度 － 72 72 56  点検対象外 現状通り
年次経済財政報告に係る印刷業務については、
複数年1者応札となっているため、要因を分析の
上、改善策を講じること。

71 70 ▲0 - 現状通り

年次経済財政報告に係る印刷業務について
は、要因を的確に分析し改善に努める。改
善に向けて、市場価格調査を行い多数の業
者に呼びかけを行うなどして、入札参加企
業を増やすことに努める。また、仕様書を
工夫して作成するほか、公示期間を2週間以
上とり幅広く周知するなど、より一層の効
率化を図る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」16

政策統括官（経済
財政分析担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0016 - - - - - 平成２６年度対象

017
国内の経済動向に係る産業及び地域経済の調査
等に必要な経費

平成１２年度 － 159 159 148 

 成果指標、アウトプット、アウトカムな
ど、よく考えられている。また、入札に関し
ても問題ないと考える。ただ、この事業実施
方法で良いかどうか、再検討に着手するべき
時期ではないか。

現状通り

一者応札が複数年継続している案件（景気ウォ
チャー調査）については、「改善の方向性」に
示された対策等を通じて引き続き改善に努める
こと。事業実施方法については、時代の変化に
応じてより効率的なものとなっているか不断の
見直しを行っていくべき。

154 153 ▲0 - 現状通り

今後も施策の周知に努めるとともに、一般
競争入札を行うこと等により、一層の経費
削減、効率化を図る。また、国庫債務負担
行為を引用した、複数年度契約の実施など
の取組を継続する。景気ウォッチャー調査
に係る契約については、引き続き、入札説
明会の開催、十分な公告期間の設定等の対
策を行うとともに、仕様の作成において、
実績要件等過度な制限とならないよう配慮
することで、複数事業者が入札に参加でき
るよう努める。

政策統括官（経済
財政分析担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0017 - - - - - その他

１つ目 ２つ目 ３つ目

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

平成３０年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３１年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

平成２９年度
補正後予算額
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018 海外の経済動向調査等に必要な経費 平成１２年度 － 41 41 35  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率
的かつ適正な予算執行に努めること。

41 41 ▲0 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の
効率的かつ適正な予算執行に努める。

政策統括官（経済
財政分析担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0018 - - - - - 平成２８年度対象 　

施策名：１３ 「環境未来都市」構想の推進（政策４－施策①）

019 環境未来都市の推進に必要な経費 平成２３年度 － 56 56 48  点検対象外 現状通り

本件選定自治体での内容等を精査の上、事業の
有効性・効率性・成果について適切かつ的確に
検証し、予算の効率的執行に努め、執行実績を
適切に概算要求に反映させるべき。

32 47 15 - 現状通り

選定された各都市の環境未来都市計画につ
いては、5年間の計画期間であり、平成28年
度末に満了したが、平成29年度以降も環境
未来都市として地域の実情に応じて任意の
活動を行っていくものとしている。環境未
来都市の取組は、環境面、社会面、経済面
の三側面に関わる新たな価値創出を目指す
取組であり、SDGsの理念と軌を一にするも
のであり、SDGsの達成に向けた取組の先行
例と言える。平成30年度は、これまでの取
組の成果に関して、全国的な普及展開が行
えるよう、情報発信に重点を置き、事業を
進めるところである。平成31年度において
も、これまでの環境未来都市及び環境モデ
ル都市の取組の成果に関して、全国的な普
及展開が行えるよう、情報発信に重点を置
き、事業を進める。
また、これまでも国際フォーラム等の実施
の際は、海外の方々を招くことで海外への
普及展開を目指してきた。今後はよりその
成果が挙げられるよう、事業の枠を超えた
連携による効果の最大化に向け検討してい
く。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」16

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

- 0019 - - - - - 平成２８年度対象 ○

施策名：１５ 地方創生リーダー人材の育成・普及事業（政策４－施策③）

020
地方創生リーダー人材の育成・普及事業に必要
な経費

平成２７年度 平成３１年度 4 704 702  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、執行
実績を適切に概算要求に反映させるべき。

302 306 3 - 現状通り
執行実績も踏まえて経費を精査の上、平成
30年度の執行見込みも勘案して要求するこ
ととした。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」33

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

- 0021 - - - - - 平成２８年度対象 ○ ○

施策名：１６ 地方創生推進に関する知的基盤の整備（政策４－施策④）

021 地方版総合戦略の推進に必要な経費 平成２７年度 － 121 121 97  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、執行
実績を適切に概算要求に反映させるべき。

137 175 38 - 現状通り
所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算の
執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」45

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

- 0022 - - - - - 平成２８年度対象 ○

022
地方創生推進に関する知的基盤の整備に必要な
経費

平成２７年度 平成２９年度 - 329 244  点検対象外 終了予定
事業終了後、早急に実効性の高いフォローアッ
プに努め、事業の有効性・成果について適切か
つ明確になるよう検証するべき。

- - - - 予定通り終了
所見を踏まえ、フォローアップに努め、事
業の有効性・成果について明確になるよう
検証する。

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

- 0023 - - - - - 平成２８年度対象 ○

施策名：１７ 国家戦略特区の推進（政策４－施策⑤）

023 国家戦略特区の推進に必要な経費 平成２６年度 － 287 287 92  点検対象外
事業内容の一部改

善

本事業は、昨年度においても、一部改善の指摘
を受けており、若干の改善がみられるものの、
予算の執行率は未だ低率となっているため、事
業の有効性及び事業効果について、引き続き事
業内容を適切に見直すことが必要であると思料
される。事業の有効性・効率性・成果について
適切かつ的確に検証し、概算要求に適切に反映
させるべき。

198 196 ▲2 - 執行等改善

地方創生推進委託費については、新たな取
組みとして、未活用となっている規制改革
事項の課題等を整理・分析し、特区指定自
治体と共有することで、国家戦略特区の更
なる推進を図る。また、各規制改革事項を
全国措置化するに際しての課題等を整理・
分析し、検証したうえで、積極的に全国展
開を図ることで、国家戦略特区の成果を全
国各地に波及させ、地方創生に繋げてい
く。
併せて、これまでも取り組んできている成
功事例等の動画作成、SNSやシンポジウム等
での戦略的な広報については、一定の成果
（フェイスブックを活用した広報活動で
は、配信した広告動画は63万回再生され、
国家戦略特区を認知していると答える人が
17.4万人増加等）が現われていることか
ら、継続して実施していく。
これらの新たな取組みの導入を図ったうえ
で、執行実績及び執行見込を踏まえた予算
要求を行った。
国家戦略特区支援利子補給金については、
平成30年度までに締結した契約や平成31年
度の新たな契約見込みを精査した予算要求
を行った。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」27

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0024 - - - - - 平成２７年度対象 ○ ○

施策名：１８ 中心市街地活性化基本計画の認定（政策４－施策⑥）

024 中心市街地活性化の推進に必要な経費 平成１９年度 － 9 9 8  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、執行
実績を適切に概算要求に反映させるべき。

8 10 2 - 現状通り

効率的な予算の業務執行に努めるととも
に、中心市街地活性化制度のPDCAサイクル
の強化を図るなど、より効果的な制度運用
を検討するため、概算要求を行った。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」3

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0025 - - - - - 平成２８年度対象 ○

施策名：１９ 構造改革特区計画の認定（政策４－施策⑦）

025 構造改革特別区域計画の認定等に必要な経費 平成１４年度 － 12 12 2  点検対象外 現状通り

本事業において、確実に内容を精査して、事業
の有効性・効果について適切に検証するととも
に、予算の効率的執行に努め、執行実績を適切
に概算要求に反映させるべき。

11 10 ▲1 - 現状通り

事業の有効性・効果について適切に検証す
るとともに、引き続き予算の効率的執行に
努め、執行実績を適切に概算要求に反映さ
せていく。

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0026 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：２０ 地域再生の推進（政策４－施策⑧）

026 地域再生の推進に必要な経費 平成１７年度 － 302 544 492  点検対象外 現状通り

事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するとともに、事業の進捗状況の把
握に努め、予算の効率的執行及び概算要求への
適切に反映に努めるべき。

289 346 57 - 現状通り

今後も本制度が有効に活用されるよう、周
知等、利用促進に取り組むとともに、事業
の進捗状況を把握し、予算の効率的な執行
に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」27

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0027 - - - - - 平成２７年度対象 ○ ○

027
地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）普及
広報事業

平成２９年度 － 8 8 3 

 3百万円程度予算で「制度や活用事例等の周
知といった広報の効果が現れてきている」と
は、過大評価で言いすぎではないか。エビデ
ンスが弱く、終期予定がない事業なので、こ
の程度のアカウンタビリティで延々と続ける
と考えると、いささか心配である。

現状通り
外部有識者の所見を踏まえ、制度が活用される
ことに資する広報啓発がどのような役割を果た
しているかをより具体的に検証すべき。

47 97 50 - 現状通り

「平成30年度企業版ふるさと納税の利用促
進に向けたアンケート（内閣府6月実施）」
によると、1741団体（本税制の対象となる
全地方公共団体）のうち、リーフレットに
ついては約4割、ポスターについては約2割
が制度の理解・活用の一助となっていると
回答している。また、寄附額の実績として
も平成28年度から平成29年度にかけて約3.1
倍に増加しており、本予算を活用した広報
の効果が現れてきていると考える。今後と
も、本税制の一層の活用促進を図るため、
地方公共団体や民間企業等に向けた、制度
内容や活用事例等に係る広報をさらに強化
していく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」55

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0002 - - - - - 前年度新規 ○ 　

施策名：２１ 総合特区の推進（政策４－施策⑨）

028 総合特区計画に基づく支援措置等に必要な経費 平成２３年度 － 671 671 606  点検対象外 現状通り

事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するとともに、事業の進捗状況の把
握に努め、予算の効率的執行及び概算要求への
適切に反映に努めるべき。

598 642 44 - 現状通り

総合特区制度に係る有識者委員による「評
価・調査検討会」で事業の進捗状況等を評
価するなど、事業の有効性及び効果等につ
いて適切に検証した上で、効率的な予算執
行に努める。利子補給金については、平成
30年度までに締結した契約や平成31年度の
新たな契約見込みを勘案した要求額とし
た。地方創生推進委託費等についても、前
年度の実績を踏まえた要求額とした。

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0028 - - - - - 平成２８年度対象 ○

029 総合特区の推進調整に必要な経費 平成２３年度 － 1,500 1,269 251  点検対象外
事業内容の一部改

善

調整費事業の効果測定や検証を行い、適切な調
整費活用のための事業の進捗状況の把握やフォ
ローアップに努め、概算要求に当たっては、そ
の内容をこれまでの執行実績も踏まえ適切に反
映させるべき。

400 400 - - 執行等改善

調整費を活用した総合特区事業の効果測
定・検証、適切な調整費活用のためのフォ
ローアップを行い、これまでの執行実績等
も踏まえて予算要求を行った。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」200

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）総合特区推進調整費
（大事項）総合特区の推進調
整に必要な経費

内閣
府

- 0029 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：２２ 地方版総合戦略に基づく取組の推進（政策４－施策⑩）

030 地方創生推進交付金 平成２８年度 － 100,036 97,518 86,020  点検対象外
事業内容の一部改

善

交付金事業の効果測定や検証を行い、適切な交
付金活用のための事業の進捗状況の把握やフォ
ローアップに努め、予算の効率的執行及び概算
要求へ適切に反映させるべき。

100,030 115,069 15,039 - 現状通り
所見を踏まえ、事業の進捗状況の把握や
フォローアップに努めて参りたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」25,207

地方創生推進事務
局

一般会計

（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費
（項）地方創生推進費（大事
項）地方創生の推進に必要な
経費
（項）地方創生基盤整備事業
推進費（大事項）地方創生の
推進のための基盤整備事業に
必要な経費

内閣
府

- 0030 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

031 地方創生拠点整備交付金 平成２８年度 平成３０年度 60,000 83,793 57,147  点検対象外
事業内容の一部改

善

交付金事業の効果測定や検証を行い、適切な交
付金活用のための事業の進捗状況の把握やフォ
ローアップに努め、予算の効率的執行及び概算
要求へ適切に反映させるべき。

- - - - 現状通り
所見を踏まえ、事業の進捗状況の把握や
フォローアップに努めて参りたい。

地方創生推進事務
局

一般会計

（項）地方創生推進費（大事
項）地方創生の推進に必要な
経費
（項）地方創生基盤整備事業
推進費（大事項）地方創生の
推進のための基盤整備事業に
必要な経費

内閣
府

- 0031 - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：２３ 原子力の研究、開発及び利用に係る政策の検討・情報発信等（政策５－施策①）

032 原子力政策の検討及び適切な情報発信等 平成１３年度 － 123 123 108  点検対象外 現状通り
専門性の高い分野の入札にあたっては、入札説
明会の開催や入札情報の周知徹底等を通じて、
より競争性を高めるための工夫をすること。

124 137 12 - 現状通り

公募の際は、事業者への声がけ等により周
知徹底するとともに、入札要件の緩和や入
札説明会において事業内容等を丁寧に説明
すること等により、競争性の高い事業とな
るよう努力する。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」28

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0032 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

施策名：２４ 科学技術イノベーション創造の推進（政策５－施策②）



平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合１つ目 ２つ目 ３つ目

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

033
戦略的イノベーション創造プログラム
（エネルギー分野、次世代インフラ分野及び地
域資源分野）

平成２６年度 － 65,000 51,000 50,696 

 ①アウトプット（特許出願数･論文数）とア
ウトカムの関係がつながらない。何か別の指
標を考えるべきではないか。②実際に行って
いる活動は資金の交付なので、成果を内閣府
の担当が直接コントロールできない。③間接
的なので説明されても分かりにくい。④その
背景にあるのは、実に多様な事業を1本で説
明しようとしているからだと推測される。ア
カウンタビリティの質を向上するために、本
事業を内容別に分解してはどうか。

現状通り

本事業のような移替経費については、予算の計
上府省が、支出した府省の協力を得てレビュー
シートの作成を行うこととされているところ
（行政事業レビュー実施要領）、更に計上府省
の協力を得て、アカウンタビリティの一層の向
上に努めるべき。

28,000 32,500 4,500 - 現状通り

本事業の第１期は今年度で終了するため、5
年間の制度評価及び課題評価を行うことと
している。これらの評価結果を踏まえ次年
度におけるレビューシートの記載方法を改
善するとともに、SIPに関するアカウンタビ
リティの質の向上を図ることとしたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」9,550

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術イノベーショ
ン創造推進費（大事項）科学
技術イノベーション創造推進
に必要な経費

内閣
府

- 0033 - - - - - 最終実施年度 ○ ○

034
科学技術イノベーション創造推進費
（健康・医療分野）

平成２６年度 － 17,500 17,500 16,971  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率
的かつ適正な執行に努めること。

17,500 17,500 - - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の
効率的かつ適正な執行に努めつつ、事業を
推進する。

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術イノベーショ
ン創造推進費（大事項）科学
技術イノベーション創造推進
に必要な経費

内閣
府

- 0034 - - - - - 平成２７年度対象 ○ ○

施策名：２５ 化学兵器禁止条約に基づく遺棄化学兵器の廃棄処理（政策６－施策①）

035 遺棄化学兵器廃棄処理事業経費 平成１１年度 35,910 33,339 22,465  点検対象外 現状通り
引き続き、効率的な経費の執行に努めるととも
に、執行実績を概算要求に適切に反映させるこ
と。

39,067 42,478 3,412 - 現状通り
予算の効率的執行に努め、執行実績を適切
に概算要求に反映させる。

遺棄化学兵器処理
担当室

一般会計
（項）遺棄化学兵器廃棄処理
事業費（大事項）遺棄化学兵
器廃棄処理事業に必要な経費

内閣
府

- 0035 - - - - - 平成２８年度対象 ○ 　

施策名：２６ 防災に関する普及・啓発（政策７－施策①）

036 防災に関する普及・啓発に必要な経費 昭和５７年度 － 409 409 407 

 「支出上位10者リスト」にあるとおり、件
数的には契約の大半が一般競争入札に付さ
れ、また大部分で複数応札が実現していて、
そこではおおむね競争性が確保できていると
考えられる。ただ、金額的には、過半をを占
める兵庫県へ交付された資金に関しては契約
状況の情報がない。一次的な交付先にとどめ
ず、契約状況をフォローして開示すべきであ
ると思う。

現状通り
有識者からの所見を踏まえ、さらなる情報の開
示について検討を行うこと。

402 404 2 - 現状通り

補助金については、「補助金等に係る予算
の執行の適正化に関する法律」及び「特定
地震防災対策施設運営費補助金交付要綱」
に基づき、適正に処理されているところ、
引き続き支出先・使途の適正な把握に努め
る。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0036 - - - - - その他 ○

037 国と地方の防災を担う人材の育成に係る経費 平成２５年度 － 126 126 117  点検対象外 現状通り
一者応札となってしまった案件については、そ
の要因をよく分析の上、改善策を講じること。

125 137 12 - 現状通り
一者応札となっている案件については、そ
の要因を分析し、改善に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」13

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0037 - - - - - 平成２６年度対象

施策名：２７ 国際防災協力の推進（政策７－施策②）

038 国際防災協力の推進に必要な経費 平成１０年度 － 272 272 231  点検対象外 現状通り
外務省「国際機関等に対する拠出の評価」を参
考に、さらに同評価と整合的な成果目標を追加
できないか検討すること。

267 267 - - 現状通り
成果目標の追加について、外務省「国際機
関等に対する拠出の評価」を参考にしなが
ら検討してまいりたい。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0038 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：２８ 災害復旧・復興に関する施策の推進（政策７－施策③）

039
災害復旧・復興に関する施策の推進に必要な経
費

平成７年度 － 59 59 31  点検対象外 現状通り
一部の調査において複数年一者応札となってい
ることから、その要因をよく分析の上改善策を
講じること。

69 80 11 - 現状通り
複数年一者応札となっている一部の調査
は、引き続きその要因を分析の上、改善に
努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0039 - - - - - 平成２９年度対象

040 被災者支援に関する総合的対策の推進経費 平成２５年度 － 16 16 9  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適切
かつ効率的な執行に努めること。

13 33 20 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理を行い、
競争性を確保した契約を行うことにより予
算の効率的かつ適正な執行に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0040 - - - - - 平成２６年度対象

施策名：２９ 地震対策等の推進（政策７－施策④）

041 地震対策等の推進に必要な経費 平成１２年度 － 462 462 454 

 ４つのアウトカムが掲げられており、「事
業の有効性」欄では、「目標達成に向け、着
実に推進」とされているが、各アウトカム欄
の成果実績にあげられている数値からは、
「着実な推進」を読み取ることはできないよ
うに思われる。また、「事業の効率性」欄で
は、「一者応札・一者応募対策に取り組んで
いる」とされているが、「支出上位10者リス
ト」では、契約額の大半が一者応札であり、
改善の余地がまだ大きいと思われる。

現状通り

有識者の所見を踏まえ、成果目標の最終年度に
向かって、事業の進捗が本当に順調に進んでい
るのか、順調でなければどのような課題がある
のか等について、事業の有効性欄において補足
すべき。一者応札については、引き続き、余裕
のある公示期間の設定や入札説明会の開催、要
件の緩和などに取り組み、改善に努めること。

449 658 209 - 現状通り

外部有識者のご指摘を踏まえ、成果目標の
最終年度に向けた事業の進捗状況を「事業
の有効性」欄において補足した。
一者応札については、引き続き、余裕のあ
る公示期間の設定や入札説明会の開催等、
要件の緩和などに取り組み、改善に努め
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」255

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0041 - - - - - その他 ○

042 総合防災情報システムの整備経費 平成７年度 － 223 531 531  点検対象外 現状通り
引き続き、一者応札の改善に取り組むととも
に、効率的な予算執行に努めること。

663 587 ▲76 - 現状通り
引き続き、一者応札の改善に取り組むとと
もに、競争性を確保した契約を行い予算の
効率的かつ適正な執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」308

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0042 - - - - - 平成２６年度対象

施策名：３０ 防災行政の総合的推進（政策７－施策⑤）

043
非常災害時発生に伴う現地災害対策等に要する
経費

平成１２年度 － 78 78 81  点検対象外 現状通り
一者応札案件については、その要因をよく分析
の上、改善策を講じること。

77 77 ▲0 - 現状通り
一者応札となっている案件については、そ
の要因を分析し、改善に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0043 - - - - - 平成２９年度対象 　

044
災害対策本部予備施設等の維持管理に要する経
費

平成１２年度 － 108 108 87  点検対象外 現状通り

引き続き、災害対策本部予備施設の維持管理の
「適切性」の精査等について留意されたい。ま
た、一者応札については、その要因を分析の
上、改善策を講じること。

108 104 ▲4 - 現状通り

災害対策本部予備施設等の維持管理等にあ
たっては、業務内容を精査し、概算要求に
反映させたところ。また、一者応札につい
ては、要因を分析し、対策を講じる。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0043 - - - - - 平成２９年度対象

045 被災者生活再建支援法施行に要する経費 平成１１年度 － 14,892 12,228 12,042  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適切
かつ効率的な執行に努めること。

600 600 - - 現状通り
被災者生活再建支援金の円滑な支給に向
け、引き続き、事業の適切な進捗管理、予
算の適切かつ効率的な執行に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0044 - - - - - 平成２８年度対象 ○

046
南海トラフの巨大地震及び首都直下地震に関す
る応急対策活動の具体計画策定等検討経費（民
間船舶を活用した医療機能の実証訓練経費）

平成２４年度 － 61 61 53 

 平成24年度開始、終了予定なしという事業
であるが、船舶を活用する海からのアプロー
チに関して、アウトカムとして毎年度「課
題」が設定され、その課題解決をもって、
100%の成果があったと整理されている。しか
し、船舶を活用した医療機能の提供という事
業の全体計画なしに、毎年度、部分的な検討
を重ねるというのは合理的とは思われない。
内容の変更はあり得るものとしても、全体計
画および総事業費を見込んだうえで、各年度
に解決すべき課題を示し、その進捗を明確に
していくべきである。

現状通り
有識者の所見を踏まえ、今後の事業計画など示
せるものについては明らかにした上で、現時点
の進捗状況について説明していくべき。

82 70 ▲11 - 現状通り

これまでの成果をもって、既存船舶の活用
要領（仮称）を作成し、その結果を基に、
課題を整理し、課題解決のための事業を計
画的に推進する。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0045 - - - - - その他 　

047 防災計画の推進経費 平成２４年度 － 9 9 9 

 アウトカムが防災基本計画の「修正回数」
とされ、単に「修正の有無」を要件とするも
のであり、事柄の大小、修正の程度にかかわ
らず1回の修正が目標というのは、あまりに
もあいまい過ぎる。「事業概要」にあるとお
り、「計画の構成その他の基本的事項」の修
正作業であってみれば、既存の計画の基本的
事項の区分に従い、有意な修正があったかど
うかを判断できるアウトカム設定が不可欠で
ある。また、今回の点検対象事業に、南海ト
ラフ震源の震災に関係するものがいくつか見
られるにもかかわらず、本事業の「関連事
業」欄が空欄のままというのも理解できない
ところである。

現状通り

成果指標の「防災基本計画の修正回数」につい
ては、「有意な修正があったかどうかを判断で
きるアウトカム設定が不可欠である」との有識
者の所見を踏まえ、指標の見直しや具体化（あ
いまいさの解消）を検討すること。また、関連
事業が本当にないのかどうか再点検すること。

10 10 0 - 現状通り
指標の見直しや具体化（あいまいさの解
消）について検討を行う。また、関連事業
について点検を行う。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0046 - - - - - その他

048 社会全体としての事業継続体制の構築推進経費 平成２６年度 － 42 42 39  点検対象外 現状通り
一者応札案件については、その要因をよく分析
の上、改善策を講じること。

41 42 1 - 現状通り
一者応札となっている案件については、そ
の要因を分析し、改善に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0047 - - - - - 平成２７年度対象

049 災害救助等に要する経費 平成２６年度 － 19,056 19,056 17,489  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適切
かつ効率的な執行に努めること。

2,172 2,242 70 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理行うとと
もに、競争性を確保した契約を行い予算の
効率的かつ適正な執行に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0048 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：３１　原子力防災対策の充実・強化（政策８－施策①）

050 原子力災害対策事業 平成２６年度 － 10,000 9,692 8,431  点検対象外 現状通り
専門性の高い分野の入札については、入札説明
会の開催等、競争性を高めるための改善策を講
じること。

- - - - 現状通り
入札説明会の開催や競争性を高めるために
公募案件の周知を行っているが、引き続き
改善策を検討する。

政策統括官（原子
力防災担当）

一般会計
（項）原子力災害対策費（大
事項）原子力災害対策に必要
な経費

内閣
府

- 0049 - - - - - 平成２８年度対象 ○

051 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金 昭和５５年度 － 10,428 10,324 9,450 

 放射線防護対策等、役務提供者が限定され
ている事業であるようにも思われる。形式的
に競争入札を続けることの合理性について再
検討する時期に来ているようにも思われる。

現状通り

外部有識者の所見にもあるように役務提供者が
限定されている事業であるようにも思われる
が、引き続き、入札案件の積極的な情報提供を
継続すべき。また、事業の計画的かつ適正な予
算執行に努めること。

10,000 15,000 5,000 - 現状通り
引き続き、入札案件の積極的な情報提供を
継続するとともに、事業の計画的かつ適正
な予算執行に向け、検討していく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」5,466

政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

- 0050 - - - - - その他 ○

052 原子力防災海外調査・国際協力事業等委託費 平成２８年度 平成２９年度 30 30 16  点検対象外 現状通り
引き続き、競争性を確保するための取組を進め
ること。

- - - - 予定通り終了

事業統合後も一般競争入札により支出先を
選定し、入札公告に際し、当該事業が実施
可能と思われる事業者へ、入札に関する情
報の提供を行うとともに、入札説明会に参
加したが入札に参加しなかった者からその
理由を確認し、入札に参加しやすい工夫等
について検討することにより、引き続き競
争性を確保していく。

政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

- 0052 - - - - - 平成２９年度対象

053 原子力防災基礎研修事業委託費 平成２８年度 平成２９年度 169 169 154  点検対象外 終了予定 予定通り終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度で本事業としては廃止。
政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

- 0053 - - - - - 平成２９年度対象

054 原子力防災体制等構築事業委託費 平成２９年度 － 200 200 46 
 一者応札となった事例の原因を更に調査
し、入札情報の具体化等、所要の対応を採る
ことで、競争性の確保に努めて頂きたい。

現状通り
一者応札となった案件の原因を更に分析し、入
札情報の具体化・周知等、所要の対応を採るこ
とで、競争性の確保に努めるべき。

100 82 ▲18 - 現状通り

引き続き、一者応札案件の原因分析につい
て調査分析を行うとともに、入札情報の提
供を行うなど、競争性の確保に向け更なる
検討を行う。

政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0003 - - - - - 前年度新規 　



平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合１つ目 ２つ目 ３つ目

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

055 原子力防災研修事業等委託費 平成２９年度 － 270 270 230 

 原子力防災研修については、役務共有可能
な事業者が、そもそも少ないようにも思わ
れ、入札条件の具体化、入札に付する事業の
細分化等を通じて、複数の事業者にとって応
札可能な形式を整えるよう、努力が必要にも
思われる。

現状通り

一者応札の案件については、入札条件の具体
化、入札に付する事業の細分化の検討など、複
数の事業者にとって応札可能なものとなるよ
う、一層の努力が必要。

302 363 61 - 現状通り
一者応札の案件については、複数の事業者
にとって応札可能なものとなるよう、更な
る検討を行っていく。

政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0004 - - - - - 前年度新規

056 避難計画等改善プロセス構築委託費 平成２９年度 平成３１年度 30 30 29 

 一社入札となった原因を、更に調査し、改
善に努められたい。本事業に必要な役務を提
供可能な事業者は、複数存在するものと思わ
れる。入札条件の見直し等が必要かもしれな
い。

現状通り
一者入札となった原因を入札説明会参加者から
のヒアリング等を通じて分析するなど、一者応
札の改善に一層努められたい。

30 34 4 - 
年度内に改善を検

討

外部有識者の所見及び行政事業レビュー推
進チームの所見を踏まえ、一者応札となっ
た原因を調査・分析し、入札条件の改善に
努める。また、入札説明会の開催にあたり
広く事業者に周知するなど、引き続き改善
に努めていく。

政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0005 - - - - - 前年度新規

施策名：３２ 沖縄政策に関する施策の推進（政策９－施策①）

057 沖縄振興交付金事業推進費 平成２４年度 平成３３年度 135,837 145,228 137,073 

沖縄振興交付金事業計画（H24～H33）の事後
評価を行い、個別事業の今後の改善方策を整
理し、公表している点については、透明性確
保の面で肯定的に評価できる（第１、第２ア
ウトカム）。ただし、いくつか課題もある。
ここでは以下の２点を指摘しておきたい。第
１に、「達成・概ね達成」の割合が高い点に
ついて、果たしてこれが妥当といえるのかど
うかである。第２に、第１点目とも絡むが、
沖縄県がどう評価するかばかりでなく、国の
側からの視点でも総括的なレビューを行って
いく必要があるという点である。とくに終期
を見据え、沖縄振興審議会の活用も視野に取
り組んでいく余地があるのではないか。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、交付金対象事業の効果測定や検証を行い、
より一層事業の有効性・効率性・成果について
適切かつ的確に検証するべき。

118,780 125,300 6,520 - 現状通り

沖縄県が実施している事後評価について
は、国としても適切な目標設定等に資する
よう助言等を行っている。今後、行政事業
レビュー推進チームの所見も踏まえ、総括
的なレビューの検討等、より一層適切かつ
的確な検証に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」28,360

政策統括官（沖縄
政策担当）
沖縄振興局

一般会計
（項）沖縄振興交付金事業推
進費（大事項）沖縄振興交付
金事業の推進に必要な経費

内閣
府

- 0054 - - - - - その他 ○

058
沖縄における鉄軌道等導入課題検討に必要な経
費

平成２４年度 平成３３年度 150 150 101 

 本経費については、その内容が調査分析活
動であり、定量的な目標やアウトカムが表現
できないという記述は妥当である。本経費
は、本経費だけに注目して議論すれば、レ
ビューシートに記載された通りの内容になる
かもしれないが、政策体系のより上位から見
れば、軌道鉄道等の必要性を検証することを
目的としていると解釈することもできる。ま
た、本調査分析の精度は、のちの軌道鉄道等
の敷設に際しての有効性や効率性を左右する
ものともなりうる。そうした観点から本経費
を議論することも有意義なのではないだろう
か。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、現状と異なる観点から検証するなど、より
一層事業の有効性・効率性・成果について適切
かつ的確に検証するべき。

100 100 - - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見も踏ま
え、事業の有効性・効率性・成果につい
て、適切かつ的確な検証に努める。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0055 - - - - - その他 ○

059 沖縄振興推進調査費 平成２４年度 平成３３年度 62 62 58 

 本調査費用については、その内容が調査分
析活動であり、定量的な目標やアウトカムが
表現できないという記述は妥当である。他
方、本調査費の真価は、平成24年度以降の新
たな沖縄振興法制の下で推進される諸施策を
一層効果的に推進しうるかという点に集約さ
れる。ただし、その内容についてレビュー
シートの記載の範囲から読み取ることは困難
である。国民への説明責任の観点からは、レ
ビューシートの説明振りに工夫を求めたい。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、現状と異なる観点から検証するなど、より
一層事業の有効性・効率性・成果について適切
かつ的確に検証するべき。

62 62 - - 執行等改善

事業目的が果たされたか否かについて、単
に実績の確認等にとどまらず、各事業の進
捗状況等に応じた効果検証を、審査委員会
等の場で行い、改善策を検討していくこと
としたい。また、検証結果の取りまとめを
含む本事業終了時の総括的評価の方法等に
ついても検討してまいりたい。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄振興推進調査費
（大事項）沖縄振興推進調査
に必要な経費

内閣
府

- 0056 - - - - - その他 ○

060 公立文教施設整備に必要な経費 昭和４７年度 － 9,423 8,111 8,089  点検対象外 現状通り

内閣府における本件事業実施の必要性を合理的
かつ的確に認識した上で、事業実施官庁と連携
し、事業の有効性・効果について適切に検証す
ること。また、事業の進捗状況を的確に把握
し、執行実績を適切に概算要求に反映させるこ
と。

7,996 7,996 ▲0 - 現状通り

沖縄振興計画に基づく事業のうち、公共事
業を中心とした関連事業の全体的把握及び
事業相互間の進度調整を行う必要がある経
費は、「内閣府設置法」等に基づき内閣府
で予算を一括計上することとしており、本
事業も一括計上の対象となっていることか
ら、内閣府において実施する必要性があ
る。
また、所見を踏まえ、事業実施省庁と連携
し、適正な予算の執行に努めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」876

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄教育振興事業費
（大事項）公立文教施設整備
に必要な経費

内閣
府

- 0057 - - - - - 平成２７年対象 ○

061 医師歯科医師等の派遣に必要な経費 昭和４７年度 － 2 2 1  点検対象外 現状通り

事業実施省庁との権限を明確化した上で、実施
省庁と連携して、事業の有効性・効果について
適切に検証すること。また、事業の進捗状況を
的確に把握し、執行実績を適切に概算要求に反
映させること。

2 2 - - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、事業実施省庁との権限の明確化を図
り、事業実施省庁と連携のもと、事業の有
効性・効果の検証及び事業の進捗状況の的
確な把握を行い、適正な予算の執行や概算
要求への反映に努めたい。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄保健衛生諸費（大
事項）医師歯科医師等の派遣
に必要な経費

内閣
府

- 0058 - - - - - 平成２８年対象

062 沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業費 平成２４年度 平成３３年度 2,572 2,260 1,741 

 本事業は所得水準の向上を大きな課題とし
て掲げているが、指標は個々の事業の進捗管
理のための指標（プロセス指標）となってい
る。個々の事業が実施されたとしても、雇用
や所得の改善が見込まれなければ、事業とし
ては成功ということはできないのではないか
（アウトカムの視点）。平成33年度の終期に
おいては、そうした観点からの総括も求めら
れることになるのではないか（アウトカム志
向の観点がより強く求められるのではない
か）。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、現状と異なる観点から検証するなど、より
一層事業の有効性・効率性・成果について適切
かつ的確に検証するべき。

2,572 2,572 - - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、事業計画期間終了後、その効果を適切
に評価するとともに、現状と異なる観点か
ら検証するなど今後検討してまいりたい。

沖縄振興局 一般会計

（項）沖縄北部連携促進特別
振興対策特定開発事業推進費
（大事項）沖縄北部連携促進
特別振興対策に係る特定開発
事業の推進に必要な経費

内閣
府

- 0059 - - - - - その他

063 （建設海岸）海岸事業調査費 昭和４７年度 － 3 3 3  点検対象外 現状通り

事業実施省庁との権限を明確化した上で、実施
省庁と連携して、事業の有効性・効果について
適切に検証すること。また、事業の進捗状況を
的確に把握し、執行実績を適切に概算要求に反
映させること。

3 3 0 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き事業の進捗状況の把握に努め
たい。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）海岸事業に必要な経費

内閣
府

- 0060 - - - - - 平成２８年対象 ○

064 （港湾海岸）海岸事業調査費 昭和４７年度 － 4 4 4  点検対象外 現状通り

事業実施省庁との権限を明確化した上で、実施
省庁と連携して、事業の有効性・効果について
適切に検証すること。また、事業の進捗状況を
的確に把握し、執行実績を適切に概算要求に反
映させること。

4 4 - - 現状通り

沖縄振興予算の仕組み（内閣府の役割、事
業実施省庁との連携）について、備考欄に
記載した。
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き事業の進捗状況の把握に努め
たい。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）海岸事業に必要な経費

内閣
府

- 0061 - - - - - 平成２８年対象 ○

065 水道施設整備に必要な経費 昭和４７年度 － 3,413 3,377 3,376  点検対象外 現状通り

内閣府における本件事業実施の必要性を合理的
かつ的確に認識した上で、事業実施省庁と連携
し、事業の有効性・効果について適切に検証す
ること。また、事業の進捗状況を的確に把握
し、執行実績を適切に概算要求に反映させるこ
と。

1,808 2,500 692 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、事業実施の必要性を合理的かつ的確に
認識し、事業実施省庁と連携のもと、事業
の有効性・効果の検証及び事業の進捗状況
の的確な把握を行い、適正な予算の執行や
概算要求への反映に努めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」252

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）水道施設整備に必要な経
費

内閣
府

- 0062 - - - - - 平成２６年対象 ○

066 廃棄物処理施設整備に必要な経費 昭和４７年度 － 1,965 1,887 1,875  点検対象外 現状通り

事業実施省庁との権限を明確化した上で、実施
省庁と連携して、事業の有効性・効果について
適切に検証すること。また、事業の進捗状況を
的確に把握し、執行実績を適切に概算要求に反
映させること。

1,166 1,359 193 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、事業実施省庁との権限を明確化し、事
業実施省庁と連携のもと、事業の有効性・
効果の検証及び事業の進捗状況の的確な把
握を行い、適正な予算の執行や概算要求へ
の反映に努めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」313

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）廃棄物処理施設整備に必
要な経費

内閣
府

- 0063 - - - - - 平成２８年対象 ○ 　

067
良好で緑豊かな都市空間の形成等のための国営
公園事業に必要な経費

昭和４７年度 － 2,628 2,910 2,876  点検対象外 現状通り

内閣府における本件事業実施の必要性を合理的
かつ的確に認識した上で、事業実施省庁と連携
し、事業の有効性・効果について適切に検証す
ること。また、事業の進捗状況を的確に把握
し、執行実績を適切に概算要求に反映させるこ
と。

2,381 2,598 217 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き事業の進捗状況の把握に努め
たい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」529

沖縄振興局 一般会計

（項）沖縄開発事業費（大事
項）良好で緑豊かな都市空間
の形成等のための国営公園事
業に必要な経費

内閣
府

- 0064 - - - - - 平成２６年対象 ○

068 森林整備事業に必要な経費 昭和４７年度 － 320 330 311  点検対象外 現状通り

内閣府における本件事業実施の必要性を合理的
かつ的確に認識した上で、事業実施省庁と連携
し、事業の有効性・効果について適切に検証す
ること。また、事業の進捗状況を的確に把握
し、執行実績を適切に概算要求に反映させるこ
と。

320 292 ▲28 - 現状通り
今後の事業の推進に当たっては、事業実施
省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把
握した上で、推進して参る所存。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」145

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）森林整備事業に必要な経
費

内閣
府

- 0065 - - - - - 平成２７年対象 ○

069 治山事業に必要な経費 昭和４７年度 － 315 283 248  点検対象外 現状通り

事業実施省庁との権限を明確化した上で、実施
省庁と連携して、事業の有効性・効果について
適切に検証すること。また、事業の進捗状況を
的確に把握し、執行実績を適切に概算要求に反
映させること。

290 353 63 - 現状通り
今後の事業の推進に当たっては、事業実施
省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把
握した上で、推進して参る所存。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」82

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）治山事業に必要な経費

内閣
府

- 0066 - - - - - 平成２８年対象 ○

070 水産基盤整備に必要な経費 平成１３年度 － 3,877 3,648 3,542  点検対象外 現状通り

内閣府における本件事業実施の必要性を合理的
かつ的確に認識した上で、事業実施省庁と連携
し、事業の有効性・効果について適切に検証す
ること。また、事業の進捗状況を的確に把握
し、執行実績を適切に概算要求に反映させるこ
と。

3,386 3,047 ▲339 - 現状通り
今後の事業の推進に当たっては、事業実施
省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把
握した上で、推進して参る所存。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」828

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）水産基盤整備に必要な経
費

内閣
府

- 0067 - - - - - 平成２６年対象 ○

071 農業生産基盤整備事業に必要な経費 昭和４７年度 － 12,195 10,407 10,374  点検対象外 現状通り

内閣府における本件事業実施の必要性を合理的
かつ的確に認識した上で、事業実施省庁と連携
し、事業の有効性・効果について適切に検証す
ること。また、事業の進捗状況を的確に把握
し、執行実績を適切に概算要求に反映させるこ
と。

11,763 12,418 655 - 現状通り
　引き続き農林水産省と連携し、事業の進
捗状況を的確に把握した上で、本事業の適
正な推進に努めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,939

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）農業生産基盤整備事業に
必要な経費

内閣
府

- 0068 - - - - - 平成２６年対象 ○

072
社会資本総合整備事業に必要な経費
（社会資本整備総合交付金）

平成２２年度 － 14,075 15,270 15,075  点検対象外 現状通り

事業実施省庁との権限を明確化した上で、実施
省庁と連携して、事業の有効性・効果について
適切に検証すること。また、事業の進捗状況を
的確に把握し、執行実績を適切に概算要求に反
映させること。

14,282 14,519 237 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き事業の進捗状況の把握に努め
たい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,651

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）社会資本総合整備事業に
必要な経費

内閣
府

- 0069 - - - - - 平成２８年対象 ○

073
社会資本総合整備事業に必要な経費
（防災・安全社会資本整備交付金）

平成２４年度 － 4,180 4,383 4,269  点検対象外 現状通り

事業実施省庁との権限を明確化した上で、実施
省庁と連携して、事業の有効性・効果について
適切に検証すること。また、事業の進捗状況を
的確に把握し、執行実績を適切に概算要求に反
映させること。

4,211 4,445 234 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き事業の進捗状況の把握に努め
たい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」531

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）社会資本総合整備事業に
必要な経費

内閣
府

- 0070 - - - - - 平成２８年対象 ○
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074
沖縄開発事業（旧社会資本整備事業特別会計計
上分）

平成２６年度 － 49,739 48,581 46,623  点検対象外 現状通り

事業実施省庁との権限を明確化した上で、実施
省庁と連携して、事業の有効性・効果について
適切に検証すること。また、事業の進捗状況を
的確に把握し、執行実績を適切に概算要求に反
映させること。

47,210 55,046 7,837 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き事業の進捗状況の把握に努め
たい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」15,844

沖縄振興局 一般会計

（項）沖縄開発事業費
（大事項）河川整備事業に必
要な経費
（大事項）砂防事業に必要な
経費
（大事項）地域連携道路事業
に必要な経費
（大事項）道路更新防災対策
事業及び維持管理に必要な経
費
（大事項）道路交通円滑化事
業に必要な経費
（大事項）港湾事業に必要な
経費
（大事項）道路環境改善事業
に必要な経費
（大事項）道路交通安全対策

内閣
府

- 0072 - - - - - 平成２７年対象 ○ ○ 　

075 駐留軍用地跡地利用推進に必要な経費 平成９年度 平成３３年度 1,255 1,289 283  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効果について適切に検証すると
ともに、予算の効率的執行に努め、執行実績を
適切に概算要求に反映させるべき。

1,255 1,255 - - 現状通り
引き続き、予算の効率的執行に努めるとと
もに、執行実績を適切に概算要求に反映し
ていく。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0073 - - - - - 平成２６年対象 ○ ○

076
沖縄の特殊事情に伴う特別対策に必要な経費
（沖縄振興開発金融公庫・補給金）

昭和４８年度 － 895 895 1  点検対象外
事業内容の一部改

善

事業の有効性・効果について適切に検証すると
ともに、不用率が高い執行実績を踏まえて、適
切な概算要求となるよう改善すべき。

595 495 ▲100 - 現状通り

　沖縄公庫補給金は、公庫が事業を実施す
ることで生じる損益収支上の不足額を国が
補給金として交付するものであり、これに
より、損益収支の均衡が図られ、公庫業務
の円滑な運営に資するものである。
　補給金の要求にあたっては、将来予測を
含む翌年度決算見込みが算定の基礎となる
ところ、必然的に不確実性を伴う事情があ
る。概算要求の時点において利用可能な情
報を最大限に用いて必要な経費を要求して
いるところであるが、所見を踏まえ、決算
見込みの精度向上が図られるよう努めて参
りたい。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0074 - - - - - 平成２６年対象 ○

077
沖縄の特殊事情に伴う特別対策に必要な経費
（沖縄振興開発金融公庫に対する出資金に必要
な経費）

昭和４７年度 － - - -  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効果について適切に検証すると
ともに、予算の効率的執行に努め、執行実績を
適切に概算要求に反映させるべき。

300 400 100 - 現状通り

　沖縄公庫の新事業創出者に対する積極的
な支援により、新事業の創出を通じた産業
振興及び雇用創出に対し十分な効果が図ら
れるよう、引続き安定的に事業の運用を行
い、沖縄県の自立型経済の発展に貢献する
よう努める。なお、同業務に係る出資につ
いては、26～29年度概算要求において要求
をしていない。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0075 - - - - - 平成２６年対象

078 沖縄の子供の貧困対策に必要な経費 平成２８年度 平成３３年度 1,102 1,102 943  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効果について適切に検証すると
ともに、予算の効率的執行に努め、執行実績を
適切に概算要求に反映させるべき。

1,202 1,309 106 - 現状通り

沖縄県等と連携し、事業内容の有効性・効
果・課題について検証を行うとともに、事
業の進捗状況等を把握したうえで、必要な
費用について概算要求を行った。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0076 - - - - - 平成２９年対象 ○

079 沖縄科学技術大学院大学学園に必要な経費 平成２３年度 － 16,726 17,974 17,974 

 平成23年時点において、本事業について
は、国際的に卓越した科学技術に関する教育
研究の推進についてどのように評価しうるの
か、クラスター形成がどの程度可能かという
ことを問いかけていたが、その結果が本レ
ビューシートにおいて十分に表現されている
とは思われない。巨額の国費を投入する事業
であるから、その額に見合った説明責任が求
められる。国費投入額に見合った、より分か
りやすく、本質的で中身のある説明を求めた
い。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、巨額の国費を投入
する事業であることからも、国費投入額に見
合った研究の成果等が具体化できるよう検証す
るべき。

20,307 20,307 - - 現状通り

　これまでのご指摘等を踏まえ、H27から活
動指標及び活動実績として産業界との連携
事業数を、H30から成果目標及び成果実績と
してトップジャーナルへの論文掲載率を設
定しているところである。
　沖縄科学技術大学院大学学園法におい
て、学園法の施行後10年を目途に学園法の
施行状況等について検討を加えるとされて
いるところ、現在、内閣府特命担当大臣が
任命する有識者による検討会において、
OISTの研究・教育、沖縄への貢献等につい
て評価を行っていることを踏まえつつ、さ
らに事業成果の適切な評価・検証に努めて
まいりたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」4,146

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄科学技術大学院大学学園
に必要な経費

内閣
府

- 0077 - - - - - その他 ○

080 沖縄北部連携促進特別振興事業費 平成２４年度 平成３３年度 2,572 3,263 2,721 

 本事業は所得水準の向上を大きな課題とし
て掲げているが、指標は個々の事業の進捗管
理のための指標（プロセス指標）となってい
る。個々の事業が実施されたとしても、雇用
や所得の改善が見込まれなければ、事業とし
ては成功ということはできないのではないか
（アウトカムの視点）。平成33年度の終期に
おいては、そうした観点からの総括も求めら
れることになるのではないか（アウトカム志
向の観点がより強く求められるのではない
か）。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、現状と異なる観点から検証するなど、より
一層事業の有効性・効率性・成果について適切
かつ的確に検証するべき。

2,572 3,450 878 - 現状通り

外部有識者及び行政事業レビュー推進チー
ムの所見を踏まえ、引き続き事業の有効
性・効率性・成果について適切かつ的確な
検証に努める。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計

（項）沖縄北部連携促進特別
振興事業費（大事項）沖縄北
部連携促進特別振興事業に必
要な経費

内閣
府

- 0078 - - - - - その他 ○

081 沖縄の戦後処理対策に必要な経費 昭和５０年度 － 3,059 3,331 3,030  点検対象外 現状通り

事業効果について適時・適切に検証し、予算の
効率的かつ効果的執行に努めること。なお、概
算要求に関しては、執行実績を反映させ適正に
積算すること。

3,140 3,085 ▲55 - 現状通り

　戦後処理対策予算の大宗を占める不発弾
等処理事業において、平成31年度概算要求
は平成30年度予算と同額を要求している。
これは近年の執行実績を踏まえつつ、県市
町村とも調整を行い、不発弾等対策をより
効果的に促進させるため必要な経費として
要求しているもの。
　他の事業についても、沖縄県等と進捗状
況を確認し、必要な経費を計上している。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0080 - - - - - 平成２７年対象 ○ ○

082 沖縄・地域安全パトロール事業 平成２８年度 － 868 868 791 

 パトロール実施地域は、犯罪発生率の高い
地域を踏まえて選定されているのか。繁華街
だけではなく、犯罪学の専門的知見を踏まえ
て危険地域のランク付けした上でパトロール
をしなければ、予算の無駄遣いになると思わ
れる。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、パトロール実施地
域の選定方法を検証するなど、より一層事業の
有効性・効率性・成果について適切かつ的確に
検証するべき。

868 868 - - 現状通り

当該パトロールについては、県警や関係市
町村会が参加する防犯パトロール部会にお
いて、地域の声や県警からの情報を基に巡
回地域を決定しており、深夜帯のパトロー
ルも県警の意見を基に犯罪発生率の高い市
町村において実施しているところ。引き続
き、外部有識者や行政事業レビュー推進
チームの所見も踏まえ、事業の有効性・効
率性・成果について適切かつ的確に検証
し、予算の効率的執行に努めてまいりた
い。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0006 - - - - - 前年度新規 　

083 沖縄力発見創造事業 平成２９年度 平成３３年度 59 59 47  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するとともに、予算の効率的執行に
努めるべき。

60 74 15 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き、事業の有効性・効率性・成
果について適切かつ的確に検証し、予算の
効率的執行に努めてまいりたい。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0007 - - - - - 前年度新規

084 沖縄国際物流拠点活用推進事業 平成２９年度 平成３３年度 816 616 583 

・本事業のアウトカムについては、現在設定
されている国際物流拠点からの搬出実績の
「有無」を問うものでは不十分であり、補助
金交付を決定する際に事業者が申請書に示し
た搬出量を基礎に、定量的なアウトカムを設
定するべきではないか。
・その上で、当初の事業目的が的確に果たさ
れたか否かについて、単に実績をフォロー
アップするのみではなく、逐次効果を検証す
る仕組みを取り入れて事業を進める必要があ
るのではないか。また、本事業が終了する際
には、検証結果を取りまとめて公表するとと
もに、雇用問題等も含めてより広い視野で事
業全体を見直す必要があるのではないか。
・補助対象事業の要件については、事業申請
に当たっての障壁とならないよう、申請しよ
うとする事業者に具体的に説明するよう心掛
けていただきたい。

事業内容の一部改
善

公開プロセスでの議論、外部有識者の所見を踏
まえ、事業の見直しを行い、概算要求に反映さ
せること。

939 940 2 - 執行等改善

・本事業のアウトカムについては、外部有
識者の所見を踏まえ、定量的なアウトカム
を設定。
・事業目的が果たされたか否かについて、
単に実績の確認等にとどまらず、各事業の
進捗状況等に応じた効果検証を、審査委員
会等の場で行い、改善策を検討していくこ
ととしたい。また、検証結果の取りまとめ
を含む本事業終了時の総括的評価の方法等
についても、検討して参りたい。
・補助対象事業の要件については、公募要
領や公募説明会等を通じてわかりやすい類
型を提示するなど、事業者の利便をより一
層、図って参りたい。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0008 - - - - - 前年度新規 ○

085 沖縄型産業中核人材育成事業 平成２９年度 平成３３年度 180 180 166  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するとともに、予算の効率的執行に
努めるべき。

367 368 1 - 現状通り
引き続き、事業の有効性・効率性・成果に
ついて適切かつ的確に検証するとともに、
予算の効率的執行に努めてまいりたい。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0009 - - - - - 前年度新規

086 沖縄離島活性化推進事業 平成２９年度 － 1,080 648 582  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するとともに、予算の効率的執行に
努めるべき。

1,153 1,200 47 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見も踏ま
え、適切な予算執行等に努める。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0010 - - - - - 前年度新規 ○

087 防犯灯・防犯カメラ等緊急整備事業 平成２９年度 平成２９年度 1,476 1,476 1,387 

 犯罪学の知見に基づき、犯罪発生が予想さ
れるエリアの洗い出し、ランク付けを行った
上の本事業執行になっているのか、確認され
たい。

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証するべき。

- - - - 予定通り終了

本事業では、各市町村より申請のあった防
犯灯・防犯カメラの台数に基づき、補助金
の交付決定を行ったところ、当該台数及び
設置箇所については、各市町村において犯
罪発生が予想されるエリアの情報を沖縄県
警から得た上で申請・設置したものと承知
している。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0011 - - - - - 前年度新規 ○

088 交通環境イノベーション事業推進に必要な経費 平成２９年度 平成３０年度 300 300 292 

 事業者Aとの関係で随意契約となった経緯は
何か。本事業の想定する役務を提供可能な事
業者は相当数、存在しており、入札方法に問
題がなかったのか、精査されたい。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、調達方法を改めて
検証するなど、より一層事業の有効性・効率
性・成果について適切かつ的確に検証するべ
き。

300 - ▲300 - 現状通り
所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算の
執行に努める。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0012 - - - - - 前年度新規 ○

施策名：３３ 子ども・若者育成支援の総合的推進（政策１０－施策①）

089 子ども・若者育成支援推進経費 昭和４１年度 － 248 248 147  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

238 248 10 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施等に
努めて参りたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」40

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0081 - - - - - 平成２６年度対象

施策名：３４ 高齢社会対策の総合的推進（政策１０－施策②）



平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合１つ目 ２つ目 ３つ目

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

090 高齢社会対策推進経費 昭和４９年度 － 34 34 29  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

33 33 ▲0 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施等に
努めて参りたい。

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0082 - - - - - 平成２８年度対象 　

施策名：３５バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進に関する広報啓発、調査研究等（政策１０－施策③）

091
バリアフリー・ユニバーサルデザイン施策推進
経費

平成１４年度 － 4 4 2  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

4 4 - - 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施等
に努めて参りたい。

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0083 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：３６ 障害者施策の総合的推進（政策１０－施策④）

092 障害者施策推進経費 昭和５６年度 － 104 104 61  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

103 103 ▲1 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施等に
努めてまいりたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」20

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0084 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：３７ 交通安全対策の総合的推進（政策１０－施策⑤）

093 交通安全対策推進経費 昭和４５年度 － 83 83 68 

 一社応札となった事例の原因を精査してほ
しい。比較的、他社によっても提供可能な役
務と思われることから、競争性の確保が、一
層、望まれる。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、一社応札の改善等
に取り組み、より効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

89 96 7 - 
年度内に改善を検

討

入札の声掛けを行ったが、入札を行わな
かった事業者に話を聞いたところ、例え
ば、「交通ボラインティアブロック講習会
運営支援業務」では、受託者は、テーマに
沿った内容の講演をできる講師の確保や連
絡調整を行うことになっているが、「交通
安全に造詣の深い講師との繋がりが希薄で
あり、そもそも講師を確保できない」との
ことであった。これを踏まえ、入札予定者
の懸念を払拭するために、今後は仕様書に
おいて、「内閣府と協議のうえ講師を確保
する」旨明確に記載する予定。
また、「養成講座運営支援業務」では、養
成講座を開催する時期として設定されてい
たのが１２月という年末の多忙を極める時
期であったところ、「他業務との兼ね合い
を考慮し、入札できなかった」とのことで
あった。これを踏まえ、今後は、業者の繁
忙期を避けるべく開催時期を１か月ずらし
て公告する予定。
いずれの事業においても、より一層の他社
への声掛けを行うことで、競争性の確保を
目指す。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」15

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0085 - - - - - その他

施策名：３８ 子どもの貧困対策の総合的推進（政策１０－施策⑥）

094 子どもの貧困対策調査研究等経費 平成２６年度 － 158 158 127  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

152 152 0 - 現状通り

引き続き、事業の進捗状況等を把握し、そ
の手法や効果を検討し、経費の使途等を精
査・確認の上、効果的・効率的な事業の実
施に努めて参りたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」120

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0086 - - - - - 平成２７年度対象

095
子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業
（地域子供の未来応援交付金）

平成２７年度 － 613 999 253 

 昨年度の行政事業レビュー「公開プロセ
ス」での指摘を受け、一定の見直しがはから
れたことが伺える。繰り返しになるが、事業
の目的そのものについての異論はない。ただ
し、体制整備を進めることが喫緊の課題であ
り、その体制整備の在り方について、実態調
査を踏まえ、地域特性に応じた、またプライ
バシーに配慮した方法論を見いだしていく必
要がある。それぞれの地域の実情に応じた体
制整備に向けて、柔軟かつ大胆に取り組んで
いただくことに期待する。

現状通り
事業の有効性及び事業効果について適切に検証
するとともに、予算の効率的執行に努め、執行
実績を適切に概算要求に反映させるべき。

151 491 340 ▲273 縮減
昨年度の執行状況を踏まえ、概算要求額に
おいて真に必要な経費について精査を行
い、概算要求額に反映させた。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」293

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0087 - - - - - その他 ○

施策名：３９ 青年国際交流の推進（政策１０－施策⑦）

096 青年国際交流経費 昭和３４年度 － 1,406 1,406 1,393  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

1,410 1,448 38 - 現状通り
引き続き、効果的・効率的な事業の実施等
に努めて参りたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」137

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0088 - - - - - 平成２７年度対象

施策名：４０ 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進（政策１１－施策①）

097 男女共同参画に関する普及・啓発に必要な経費 平成６年度 － 39 39 37  点検対象外 現状通り
一者応札となっている案件があるため、その要
因をよく分析の上、改善策を講じること。

55 52 ▲3 - 現状通り
所見を十分に踏まえ、一者応札案件につい
て、引き続き改善に努める。

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0089 - - - - - 平成２８年対象

098
男女共同参画を促進するための地方公共団体・
民間団体等との連携に必要な経費

平成１３年度 － 45 45 41  点検対象外 現状通り
複数年、一者応札となっている案件があるた
め、その要因をよく分析の上、改善策を講じる
こと。

41 47 6 - 現状通り

一者応札への今後の対応については、市場
価格調査を通じて仕様書に対する意見等を
活用し、わかりやすい仕様書の作成に努め
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」7

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0090 - - - - - 平成２８年対象

099 国際交流・国際協力の促進に必要な経費 平成１２年度 － 104 104 79  点検対象外 現状通り

引き続き、29年度の外部有識者の所見（本事業
の目的設定と実施態様との間には、齟齬がある
ように思われる）を踏まえ、目的の達成に必要
な事業内容となっているかを検討の上進めるこ
と。

109 119 10 - 現状通り

「国際交流・国際協調の推進」は、第4次男
女共同参画基本計画（平成27年12月25日閣
議決定）の第12分野に記載されており、同
分野の成果目標として｢女子差別撤廃条約｣
の周知度を50％以上にするという目標を設
定している。現状、同目標を指標に本事業
を進めているところであるが、御所見を踏
まえ、今後より妥当な成果目標について検
討したい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」2

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0091 - - - - - 平成２９年対象

100
女性に対する暴力の根絶に向けた取組に必要な
経費

平成１６年度 － 236 236 199 

 DV対策にも関連する重要な事業であるが、
その目的を達成するための施策として、ポス
ター作成、リーフレットの頒布等、従来から
の手法で十分に対応できるのか、疑問が残
る。より効果的な手法を検討した上で、入札
により、適切な事業者を選択するという余地
がないものか、事業内容自体の再検討が望ま
れる。

現状通り
外部有識者の所見を踏まえ、目的達成に向けて
より効果的な事業手法を検討すべき。

260 434 174 - 現状通り
引続き周知の手法を含め、広報の取組内容
を検討し、目標達成に向け効果的な広報活
動となるように努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」176

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0092 - - - - - その他 ○ 　

101 女性の参画の拡大に向けた取組に必要な経費 平成９年度 － 57 57 50  点検対象外 現状通り

昨年度の外部有識者の所見を踏まえ、引き続き
論理的かつ丁寧な説明を行うこと。また、一者
応札案件については、その要因をよく分析の
上、改善策を講じること。

58 90 32 - 現状通り
所見を十分踏まえ、引き続き論理的かつ丁
寧な説明を尽くしたい。また、一者応札案
件についても、引き続き改善に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」45

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0093 - - - - - 平成２９年対象

102 女性活躍促進に向けた取組に必要な経費 平成２５年度 － 400 371 324 

第１アウトカムの「法律に基づく推進計画を
策定し女性の活躍推進に取り組む地方自治体
（都道府県）の割合」については、100％を
達成したのであれば、内容面に重点を移して
いく必要がある。また、第２アウトカムの
「法律に基づく推進計画を策定し女性の活躍
推進に取り組む地方自治体（市町村）の割
合」については、取り組みが進まない理由の
説明も求めておきたい。体制整備の面では、
自治体側の総合計画への記載の有無、条例制
定の有無、担当部署の設置、担当者の人数
（人員配置）、通常予算の有無及びその規模
なども把握し、管理していく必要があるので
はないか。また、制度趣旨からいえば、女性
の就業者数、正職員数、管理職就任数などの
変化も、事業のアウトカムとして数えられ
る。

現状通り

外部有識者の指摘を踏まえ、推進計画の策定が
進んでいない理由についても「事業の有効性」
欄において説明を補足すべき。また、地方自治
体における体制整備の把握及び管理に留意する
とともに、女性の就業者数、管理職数など国民
にとってわかりやすいアウトカム指標を追加す
るなど、より一層のアカウンタビリティの向上
に努めるべき。

200 240 40 - 現状通り

指摘を踏まえ、成果目標の設定は女性の就
業率などわかりやすいものにするととも
に、とりくみが進まない理由の把握や地域
の実情の把握に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」92

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0095 - - - - - 最終実施年度 ○

施策名：４１ 仕事と生活の調和の推進（政策１１－施策②）

103 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 平成２０年度 － 28 28 28  点検対象外 現状通り
一者応札案件については、その要因をよく分析
の上、改善策を講じること。

31 28 ▲3 - 現状通り
所見を十分に踏まえ、一者応札案件につい
て、引き続き改善に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」9

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0096 - - - - - 平成２６年度対象

施策名：４２ 食品健康影響評価技術研究の推進（政策１２－施策①）

104 食品健康影響評価技術の研究に必要な経費 平成１７年度 － 177 177 174  点検対象外 現状通り
引き続き、26年度公開プロセスにおける指摘を
踏まえ事業を進めること。

183 205 22 現状通り
上記の「改善の方向性」欄に記載のとお
り、引き続き効率的かつ効果的な研究を実
施していく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」60

食品安全委員会 一般会計
（項）食品安全政策費（大事
項）食品健康影響評価技術の
研究に必要な経費

内閣
府

- 0097 - - - - - 平成２６年度対象 ○

施策名：４３ 食品安全の確保に必要な総合的施策の推進（政策１２－施策②）

105 リスクコミュニケーション実施経費 平成１５年度 － 28 28 20 

 「関連事業」欄等では、内閣府、厚労省、
消費者庁などの間で明確な役割区分がなされ
ているような表記となっているが、「点検・
改善結果」欄にみる実施状況には、「関係省
庁や地方公共団体と連携して」意見交換会を
開催したことが記されている。各省庁、地方
公共団体が、それぞれの「根拠(役割分
担）」を掲げて予算を獲得し、実施場面で
は、いずれかが発案するかたちで、体系性の
ないままに、相乗りの形で「リスクコミュニ
ケーション」の開催が続けられているのでは
ないかという懸念を持つ。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえると、リスコミの実
施場面において、関係省庁等と具体的にどのよ
うな連携や役割分担が行われているのかが必ず
しも理解しずらい面があると思われるので、説
明を補足していくべき。

29 36 7 現状通り

事業実施に当たり、リスク管理（規制、指
導等）を行う関係行政機関から独立したリ
スク評価機関としての立場を明確にし、科
学的知見に基づくリスク評価（食品中の毒
性はどの程度なのか、どのくらいなら食べ
ても健康に影響がないのか等）についての
リスコミを行い、効率的かつ適正な予算の
執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」10

食品安全委員会 一般会計
（項）食品安全政策費（大事
項）食品安全の確保に必要な
経費

内閣
府

- 0098 - - - - - 最終実施年度

施策名：４４ 公益法人制度の運営と認定・監督等の実施（政策１３－施策①）



平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合１つ目 ２つ目 ３つ目

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

106 公益法人制度の適正な運営の推進に必要な経費 平成１９年度 － 184 363 352  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適切
かつ効率的な執行に努めること。

260 177 ▲83 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の
効率的かつ適切な執行に努める。

公益認定等委員会 一般会計

（項）公益法人制度適正運営
推進費（大事項）公益法人制
度の適正な運営の推進に必要
な経費

内閣
府

- 0099 - - - - - 平成２９年度対象

施策名：４５ 経済社会活動の総合的研究（政策１４－施策①）

107 経済社会活動の総合的研究に必要な経費 平成１２年度 － 390 390 288  点検対象外 現状通り

一者応札案件については、その要因をよく分析
の上、改善策を講じること。事業目的につい
て、国民への情報提供も目的としているのであ
れば、追記の検討をすること。

478 486 8 - 現状通り

一者応札となった要因として、事業スケ
ジュールに余裕がないなど仕様書に沿って
契約を履行することが可能な法人が少な
かったことが考えられる。事業スケジュー
ルや公告期間に余裕を持たせる等幅広い業
者の参加を求められるよう努める。事業目
的については、所見を踏まえ追記・修正し
た。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」163

経済社会総合研究
所

一般会計
（項）経済社会総合研究所
（大事項）経済社会活動の研
究等に必要な経費

内閣
府

- 0100 - - - - - 平成２６年度対象 ○

施策名：４６ 国民経済計算（政策１４－施策②）

108 国民経済計算に必要な経費 平成１２年度 － 243 243 159  点検対象外 現状通り

一者応札について、専門性の高い分野の入札案
件については、例えば入札説明会の開催等を通
じて事業内容を理解してもらうなど、改善策を
講じること。

172 193 21 - 現状通り

入札の実施に当たっては、引き続き、参入
可能な事業者の事前調査及び参入要件の緩
和を検討するとともに、入札実施時期の早
期化及び入札説明会の開催等により、入札
に参加し易い環境を整えることで、一者応
札の是正に努める。

経済社会総合研究
所

一般会計
（項）経済社会総合研究所
（大事項）経済社会活動の研
究等に必要な経費

内閣
府

- 0101 - - - - - 平成２８年度対象 ○

施策名：４７ 人材育成、能力開発（政策１４－施策③）

109 経済研修所運営に必要な経費 平成１２年度 － 10 10 4  点検対象外 現状通り
昨年度の外部有識者の所見を踏まえ、引き続き
各講義の理解度に重点を置いた目標設定を検討
すべき。

10 10 0 - 現状通り

受講者の理解度に関する目標設定（アウト
カム）は、Excel技能研修については既に
行っている。計量経済分析・経済社会関連
統計研修については、受講者の知識レベル
に毎回ばらつきが見られるため一律に理解
度に関する目標を設定するのは難しいが、
一部の研修において研修前と後に理解度
チェックを試験的に行い理解度の把握に努
めた。

経済社会総合研究
所

一般会計
（項）経済社会総合研究所
（大事項）経済社会活動の研
究等に必要な経費

内閣
府

- 0102 - - - - - 平成２９年度対象 　

施策名：４８ 迎賓施設の適切な運営（政策１５－施策①）

110 赤坂迎賓館参観経費 平成２８年度 － 837 837 853  点検対象外 現状通り

引き続き、効率的かつ効果的な参観手法の在り
方、参観料の設定手法等の検討、中長期的な視
点に立った新たな参観者層の確保等に向けた検
討を継続して行うとともに、今後も予算の効率
的な執行に努め、執行実績を適切に概算要求に
反映させること。

846 822 ▲24 - 現状通り

１０月から料金の改定を行うこととしてお
り、また若年層や外国人などの参観者層の
拡大、リピーターの増加につながるよう、
季節に応じた夜間公開や特別企画を引き続
き実施するとともに、様々な試験的取組を
通じ、効率的かつ効果的な参観手法のあり
方の検討を行う。また、執行実績を踏まえ
た概算要求を行う。

迎賓館 一般会計
（項）迎賓施設運営費（大事
項）迎賓施設の運営に必要な
経費

内閣
府

- 0103 - - - - - 平成２８年度対象

111 京都迎賓館参観経費 平成２８年度 － 285 285 238  点検対象外 現状通り

引き続き、効率的かつ効果的な参観手法の在り
方、参観料の設定手法等の検討、中長期的な視
点に立った新たな参観者層の確保等に向けた検
討を継続して行うとともに、今後も予算の効率
的な執行に努め、執行実績を適切に概算要求に
反映させること。

298 279 ▲20 - 現状通り

１０月から料金の改定を行うこととしてお
り、また若年層や外国人などの参観者層の
拡大、リピーターの増加につながるよう、
季節に応じた夜間公開や特別企画を引き続
き実施するとともに、様々な試験的取組を
通じ、効率的かつ効果的な参観手法のあり
方の検討を行う。また、執行実績を踏まえ
た概算要求を行う。

迎賓館 一般会計
（項）迎賓施設運営費（大事
項）迎賓施設の運営に必要な
経費

内閣
府

- 0104 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：４９ 宇宙開発利用の推進（政策１６－施策①）

112 宇宙利用拡大の調査研究 平成２６年度 － 390 390 360  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

430 524 94 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き、効果的・効率的な執行を実
施し、その実績を概算要求に反映させるこ
ととする。

宇宙開発戦略推進
事務局

一般会計
（項）宇宙開発戦略推進事務
局（大事項）宇宙開発利用政
策の企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0105 - - - - - 平成２７年度対象 ○

113 実用準天頂衛星システム事業の推進 平成２４年度 平成４４年度 23,733 21,405 21,374  点検対象外 現状通り

引き続き、経費の使途等を精査・確認の上、効
果的･効率的な事業の実施に努めること。
また、効率的に執行した実績を概算要求に反映
させ、コストの縮減に努めること。

15,335 27,384 12,050 - 現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、引き続き事業
の進捗状況等を確認して、効果的・効率的
な事業の実施に努める。 なお、国際商業市
場において、我が国の衛星製造者、打ち上
げ輸送サービス事業者へ受注競争に係る不
利益をもたらさないよう契約金額の開示を
行っていないが、技術面、価格面から、適
正な契約額となるよう努めている。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」16,204

宇宙開発戦略推進
事務局

一般会計
（項）宇宙開発戦略推進事務
局（大事項）宇宙開発利用政
策の企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0106 - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：５０ 北方領土問題解決促進のための施策の推進（政策１７－施策①）

114 北方領土返還要求運動推進等経費 昭和４３年度 － 73 73 50 

 HP、会議の設置、開催、フェイスブックの
「いいね」など、この程度の予算では致し方
ないとは思うが、何か形骸化し、いずれ忘れ
去られてしまうような印象を受けてしまう。
もう少し危機感を持つべきではないか。たと
えば抜本的見直しを行い、予算を増やして、
事業内容を大幅に充実させる方向を模索する
べき時期に来ているのではないか。

事業内容の一部改
善

外部有識者の所見を踏まえ、引き続き本事業の
貢献度合いが明確となるよう数値目標の設定方
法について検討を行うこと。また、事業成果の
検証結果を事業計画に適切に反映するよう努
め、事業計画、執行実績を踏まえた概算要求を
行うこと。

72 112 40 - 現状通り

所見を踏まえ、目標最終年度経過後に事業
の貢献度をできる限り明確に示す新たな数
値目標を設定できるよう検討するなどを行
い、引き続き適正な予算の執行、事業成果
の検証に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」37

北方対策本部 一般会計
（項）北方対策本部（大事
項）北方領土問題対策に必要
な経費

内閣
府

- 0107 - - - - - 最終実施年度 ○

施策名：５１ 子ども・子育て支援の推進（政策１８－施策①）

115 子ども・子育て支援に必要な経費 平成１７年度 － 260 260 156  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

240 402 162 - 現状通り 引き続き、適正な予算執行に努める。
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」187

子ども・子育て本
部

一般会計
（項）子ども・子育て本部
（大事項）子ども・子育て支
援に必要な経費

内閣
府

- 0108 - - - - - 平成２８年度対象

116 地域少子化対策強化事業 平成２５年度 － 2,576 4,578 1,005 

点検・改善の記述振りが他の事業に較べても
充実している点について、評価することがで
きる。これまで、繰り返し行政事業レビュー
や秋のレビューで指摘されてきたなかで、
様々な工夫が講じられてきたことが伺える。
現状の取り組みが100点満点ではないことは
いうまでもないが、国策として少子化対策が
喫緊の重要課題であること、そうであるがゆ
えに政府の計画等が乱立していることを踏ま
え、少子化という課題に向き合うための取り
組みがそもそも必要十分かということを常に
問いかけていただきたい。所管の枠にとらわ
れず、課題や問題点、不足する点等を積極的
に提起していただきたい。

現状通り
事業の有効性及び事業効果について適切に検証
するとともに、予算の効率的執行に努め、執行
実績を適切に概算要求に反映させるべき。

1,002 3,003 2,002 - 現状通り

・昨年度の行政改革推進会議による指摘
（通告）を踏まえて、引き続き中期的な事
業効果の測定に資する成果目標の設定や参
考指標の把握を行っていく。
・概算要求については、各自治体における
取組の状況を踏まえた要求を行うこととす
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」2,102

子ども・子育て本
部

一般会計
（項）子ども・子育て本部
（大事項）子ども・子育て支
援に必要な経費

内閣
府

- 0109 - - - - - 行革推進会議 ○

117
結婚に伴う経済的負担を軽減するための新生活
支援を行う自治体支援事業

平成２７年度 平成２９年度 - 1,033 234  点検対象外 終了予定

本事業は平成29年度から事業番号0109「地域少
子化対策重点推進交付金」に統合され、その1メ
ニューとして実施されることとなったが、平成
28年度予算を繰越していることにより平成29年
度にも本事業単体での執行がなされている。
ついては、今後、制度設面の改善や周知に関す
る取り組みの強化を地域少子化対策重点推進交
付金において実施すべき。

- - - - 予定通り終了

本事業は予定通り平成29年度をもって終了
し、平成30年度からは「地域少子化対策重
点推進交付金」のメニューとして適切な事
業執行を図っているところ。

子ども・子育て本
部

一般会計
（項）子ども・子育て本部
（大事項）子ども・子育て支
援に必要な経費

内閣
府

- 0110 - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：５２ 子ども・子育て家庭の生活安定化等の推進（政策１８－施策②）

118 児童手当等交付金に必要な経費 昭和４６年度 － 1,400,678 1,400,678 1,352,118  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

1,379,547 1,356,951 ▲22,596 - 現状通り
引き続き、児童手当支給対象者に確実に手
当を支給できるよう努めてまいりたい。

子ども・子育て本
部

年金特別会計子ど
も・子育て支援勘

定

(項)児童手当等交付金
（大事項）児童手当交付金に
必要な経費
（大事項）特例給付等交付金
に必要な経費

内閣
府

- 0111 - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：５３ 特定教育・保育施設等利用の推進（政策１８－施策③）

846,772 846,772 839,077 - - - - 
子ども・子育て本
部

一般会計

（項）子ども・子育て支援推
進費（大事項）子どものため
の教育・保育給付に必要な経
費

- - - -

- - - 903,115 903,115 - - 現状通り
引き続き必要な予算を確保しつつ適正な執
行に努める。

子ども・子育て本
部

年金特別会計子ど
も・子育て支援勘

定

（項）子ども・子育て支援推
進費（大事項）子どものため
の教育・保育給付等に必要な
経費

- - - -

施策名：５４ 地域における子ども・子育て支援対策の推進（政策１８－施策④）

120 地域子ども・子育て支援に必要な経費 平成２７年度 － 123,920 125,172 112,550  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

135,649 135,649 0 - 現状通り
子ども・子育て支援法に基づく地域子ど
も・子育て支援事業が市町村で実施される
よう、事業の推進に努めてまいりたい。

子ども・子育て本
部

年金特別会計子ど
も・子育て支援勘

定

（項）地域子ども・子育て支
援及仕事・子育て両立支援事
業費
（大事項）地域子ども・子育
て支援に必要な経費
（大事項）仕事・子育て両立

内閣
府

- 0114 - - - - - 平成２９年度対象 ○

121 仕事・子育て両立支援事業に必要な経費 平成２８年度 － 131,328 131,328 131,265  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

170,113 170,114 0 - 現状通り
今後も児童の健全育成を図るために、引き
続き適正な執行に努めてまいりたい。

子ども・子育て本
部

年金特別会計子ど
も・子育て支援勘

定

（項）地域子ども・子育て支
援及仕事・子育て両立支援事
業費（大事項）仕事・子育て
両立支援等に必要な経費

内閣
府

- 0115 - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：５５ 国際平和協力業務等の推進（政策２０－施策①）

122 国際平和協力隊の派遣等経費 平成４年度 － 121 121 78  点検対象外 現状通り
予算の効率的執行に努め、執行実績や事業計画
を適切に概算要求に反映させること。

133 186 53 - 現状通り
引き続き効率的な執行に努めるとともに、
執行実績等を踏まえ、概算要求を行った。

国際平和協力本部 一般会計
（項）国際平和協力本部（大
事項）国際平和協力業務の実
施等に必要な経費

内閣
府

- 0116 - - - - - 平成２９年度対象

123 国際平和協力のための人材育成経費 平成１７年度 － 32 32 19  点検対象外 現状通り

引き続き、予算の効率的執行に努め、執行実績
等を適切に概算要求に反映させること。人材の
確保に向けた採用手法、人材育成手法等を検証
し、効果的な取組を実施すること。

46 48 2 - 現状通り

引き続き効率的な執行に努めるとともに、
執行実績等を踏まえ、概算要求を行った。
国際平和協力研究員の更なる能力向上・人
材育成の推進に努める。

国際平和協力本部 一般会計
（項）国際平和協力本部（大
事項）国際平和協力業務の実
施等に必要な経費

内閣
府

- 0117 - - - - - 平成２８年度対象

124 人道救援物資備蓄経費 平成９年度 － 184 184 59  点検対象外 現状通り
引き続き、予算の効率的執行に努め、執行実績
や計画に則して、適切に概算要求に反映させる
こと。

168 119 ▲49 - 現状通り
引き続き効率的な執行に努めるとともに、
執行実績等を踏まえ、概算要求を行った。

国際平和協力本部 一般会計
（項）国際平和協力本部（大
事項）国際平和協力業務の実
施等に必要な経費

内閣
府

- 0118 - - - - - 平成２７年度対象

施策名：５６　科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡（政策２１－施策①）

平成２９年度対象- 0112 - ○ 　
平成30年度より年金特
別会計子ども・子育て
支援勘定に計上

内閣
府

119 子どものための教育・保育給付に必要な経費 平成２７年度 －  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。



平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合１つ目 ２つ目 ３つ目

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

125 各国アカデミーとの交流等の国際的な活動 昭和２３年度 － 195 195 180  点検対象外 現状通り
引き続き、過去の公開プロセスの指摘を踏ま
え、事業を進めること。

204 201 ▲3 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の
効率的執行に努める。

日本学術会議 一般会計
（項）日本学術会議（大事
項）科学に関する重要事項の
審議等に必要な経費

内閣
府

- 0119 - - - - - 平成２９年度対象

126 科学の役割についての普及・啓発 昭和６１年度 － 3 3 3  点検対象外
事業内容の一部改

善

学術フォーラム等の開催回数について、昨年同
様、当初の見込みより少なくなっているため、
より計画的に事業を進めるべき。

4 4 0 - 執行等改善

企画案の募集手続において、募集要件の緩
和等を行い、突発的に生じた時事的なテー
マ等についても、従来より幅広く取り上げ
られるよう改善することで、当初の開催見
込数の達成を目指す。

日本学術会議 一般会計
（項）日本学術会議（大事
項）科学に関する重要事項の
審議等に必要な経費

内閣
府

- 0120 - - - - - 平成２８年度対象

127 科学者間ネットワークの構築 昭和２４年度 － 8 8 6  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適切
かつ効率的な執行に努めること。

8 8 - - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の
効率的執行に努める。

日本学術会議 一般会計
（項）日本学術会議（大事
項）科学に関する重要事項の
審議等に必要な経費

内閣
府

- 0121 - - - - - 平成２６年度対象

施策名：５７ 民間人材登用等の推進（政策２２－施策①）

128
民間の再就職支援会社を活用した再就職支援経
費

平成２５年度 － 62 62 28  点検対象外
事業内容の一部改

善

事業の有効性及び効果について適切に検証する
とともに、予算の効率的執行に努めること。毎
年不用額が生じていることから、利用者数の状
況、過年度執行実績等を分析し、適切に概算要
求に反映させること。

62 84 22 ▲42 縮減

民間の再就職支援会社を活用した再就職に
ついては、これまでの実績を勘案した事業
規模の見直しを行い、支援を行う上で確保
すべき必要な要求額とした。

官民人材交流セン
ター

一般会計
（項）官民人材交流センター
（大事項）官民人材交流セン
ターの運営に必要な経費

内閣
府

- 0122 - - - - - 平成２６年度対象

施策名：５８ 有人国境離島政策の推進（政策１９－施策①）

129 有人国境離島政策の推進に必要な経費 平成２９年度 平成３８年度 5,047 5,317 4,794 

・地方の人口が全体的に減少していく傾向に
ある中、離島の最低限の機能維持、経済水準
の向上という２つの要素を切り分けて考えて
いく必要があるのではないか。
・国としてのアウトカムとは別に、地方公共
団体ごとのアウトカムの設定が必要であり、
内閣府において全体として調和のとれたもの
となるよう図っていく必要があるが、その内
容については、単純な人口の社会増だけでは
不十分なのではないか。それぞれの離島の事
情を個別に考慮する必要があり、その点も踏
まえつつ、国と地方公共団体のいずれが主導
して具体的な施策を実施していくのか、地方
創生関係の諸施策との関係も考慮しつつ、安
定的に施策が展開できるよう図っていく必要
がある。その上で、10年後には、設定したア
ウトカムに関するエビデンスも示し、法律の
改正も含めて全体的な見直しを図るべきであ
る。

事業内容の一部改
善

公開プロセスでの議論、外部有識者の所見を踏
まえ、事業の見直しを行い、概算要求に反映さ
せること。

5,051 5,894 843 - 
年度内に改善を検

討

有人国境離島に関する施策については、引
き続き、都道県計画に沿って、地域の実状
に応じて支援していく。
地方公共団体のアウトカムの設定と国の施
策との調和に関しては、今後のフォロー
アップにおいて、国だけではなく、地域毎
の指標や取組を検証し、必要に応じて、国
の基本方針や都道県計画の見直し等を行
う。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,353

総合海洋政策推進
事務局

一般会計
（項）有人国境離島政策推進
費（大事項）有人国境離島政
策の推進に必要な経費

内閣
府

新
29

- 0014 - - - - - 前年度新規 ○

いずれの施策にも関連しないもの

130
社会保障・税番号制度に関する周知・広報に必
要な経費

平成２６年度 － 352 352 282  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こと。また、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

368 326 ▲42 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努
めるとともに、効率的に執行した実績を概
算要求に反映させる。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」103

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府共通費（大事
項）内閣本府一般行政に必要
な経費

内閣
府

- 0123 - - - - - 平成２７年対象

131 社会保障・税番号システム整備等業務経費 平成２８年度 － 6,665 6,665 6,191  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

9,184 8,996 ▲188 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努
めるとともに、効率的に執行した実績を概
算要求に反映させる。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」4,273

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府共通費（大事
項）内閣本府一般行政に必要
な経費

内閣
府

- 0124 - - - - - 平成２９年度対象

132 拉致被害者等の支援に必要な経費 平成１５年度 － 349 349 8  点検対象外 現状通り
引き続き、適切な経費の執行に努めることと
し、必要な支援を実施すること。

357 362 5 - 執行等改善
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、適切な経費の執行に努めつつ、必要な
支援を実施するよう努める。

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府共通費（大事
項）拉致被害者等の支援に必
要な経費

内閣
府

- 0125 - - - - - 平成２９年対象

133 消費税転嫁等対策に必要な経費 平成２５年度 平成３２年度 206 206 181  点検対象外
事業内容の一部改

善

相談件数に応じた効率的かつ効果的な事業の実
施に努めるとともに、過年度の執行実績や執行
率を的確に分析し、概算要求に反映させるこ
と。

204 176 ▲28 ▲47 縮減

総合相談センターの設備運用経費について
は、過年度の執行実績等を踏まえた合理化
を図り、概算要求に反映させる。また、平
成31年10月の消費税率10％への引上げ及び
軽減税率制度の開始に向けて相談件数の増
加が想定されることから、引き続き、相談
件数に応じた体制を整備し、全国各地から
の相談に適切に対応していく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」19

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府共通費（大事
項）消費税転嫁等対策に必要
な経費

内閣
府

- 0126 - - - - - 平成２６年対象 　

134 内閣本府庁舎等施設の整備に必要な経費 平成１３年度 － 822 780 425  点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
とともに、効率的な執行の実績を概算要求に反
映させること。

436 1,005 570 - 現状通り

引き続き、中長期の整備計画に基づく、効
果的かつ効率的な整備を行う。
また、後年度における負担も考慮しつつ、
改修等の必要性が高い場合に適切な整備を
行う。
概算要求においては、上記計画を踏まえ庁
舎の維持管理上必要となる、受変電設備や
空調及び照明機器の改修等の要求を行う。

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府施設費（大事
項）内閣本府施設整備に必要
な経費

内閣
府

- 0127 - - - - - 平成２８年対象

135
独立行政法人国立公文書館運営費交付金に必要
な経費

平成１３年度 － 2,010 2,010 2,010 

 予算およびアウトカムによれば、安定した
体制で、各年度210万コマのデジタル・デー
タ化を進めているとみるが、公文書館の現在
の所蔵資料、そして将来の受け入れ見込みに
照らした場合、210万コマの処理ペースが適
切であるという根拠を示すべきではないか。
また、「資金の流れ」欄で、公文書館の「直
接実施」となっているものも民間企業に発注
されているが、その場面で競争性が確保され
ているのか、明らかにする必要がある。

現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

2,044 2,361 316 - 現状通り
評価選別業務の効率化のため、平成31年度
概算要求において廃棄協議業務支援システ
ムの導入経費を計上した。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」521

大臣官房 一般会計

（項）独立行政法人国立公文
書館運営費（大事項）独立行
政法人国立公文書館運営費交
付金に必要な経費

内閣
府

- 0128 - - - - - その他 ○

136
経済財政政策運営の企画立案総合調整に必要な
経費

平成１３年度 － 18 18 16  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率
的かつ適正な執行に努めること。

18 48 30 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理を行い、
予算を効率的かつ適正に執行する。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」30

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0129 - - - - - 平成２８年対象

137 国際経済会議等に必要な経費 平成１３年度 － 104 104 95  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率
的かつ適正な執行に努めること。

106 107 1 - 現状通り
ご指摘を踏まえ、事業の適切な進捗管理、
予算の効率的かつ適切な執行に努めてまい
りたい。

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0130 - - - - - 平成２８年対象

138 雇用対策の総合的推進に必要な経費 平成２０年度 － 10 10 9  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率
的かつ適正な執行に努めること。

8 7 ▲1 - 現状通り

引き続き、予算の効率的かつ適正な執行の
観点から、一般競争入札にあたって公告期
間を十分にとるなど多くの業者の応札を得
られるよう工夫してコストの低減に努める
とともに、事業の適切な実施と進捗管理の
観点から、選定事業者との連携を密にして
調査等を実施していく。

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0131 - - - - - 平成２９年対象

139 中長期の経済運営に必要な経費 平成１４年度 － 39 39 22  点検対象外 現状通り

「財政健全化」等を進めるための優先度の高い
事業であると理解するが、近年の執行状況を踏
まえ真に必要なものであるかよく検討を行い予
算要求を行うこと。

45 79 35 - 現状通り

これまでの執行実績及び今後の執行見込を
踏まえ、調査費や旅費の一部見直しを行っ
た上で、「経済財政運営と改革の基本方針
2018」で示された「見える化」の推進等に
資する、真に必要な予算要求を行ってい
る。

政策統括官（経済
社会システム担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0132 - - - - - 平成２８年対象 ○

140
経済財政政策に関する有識者の見解調査・コン
センサス検討経費

平成２４年度 － 4 4 2 

 会議の謝金や出張旅費が主たるインプット
なので、「適切に支出している」としか書き
ようが無いのはよく分かる。ただ、会議の内
容がどんな形で役立ったのか、簡単なメモ書
き程度で良いので記述して欲しい。そうでな
ければ、仕分けにかけ、廃止と言わざるをえ
ないだろう。なお、「広く学者やエコノミス
ト等へのヒアリング等を通じて、有識者の見
解やコンセンサスをとりまとめ」との記述が
あるが、あらかじめ決まった方向に議論を誘
導していると誤解される恐れあり、書きぶり
に注意して欲しい。

現状通り

外部有識者の所見にあるように、とりまとめた
成果が具体的にどのように諮問会議の議論や政
策に反映されているのか、説明に工夫を行うべ
き。

4 4 - - 現状通り
事業の有効性を示すにあたり、とりまとめ
た成果の諮問会議の議論や政策への反映状
況について、具体的に説明を行った。

政策統括官（経済
社会システム担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0133 - - - - - その他

141 経済財政政策の効果分析 平成１２年度 － 28 28 26  点検対象外 現状通り
一部の入札において、一者応札となっているた
め、改善の方向性に記載の取組や説明会の開催
等の改善策を講じること。

28 35 8 - 現状通り
一者応札について、30日以上の公告期間の
確保、分かりやすい仕様書の作成、履行期
間の十分な確保に取り組むこととする。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」8

政策統括官（経済
財政分析担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0134 - - - - - 平成２８年対象

142 計量分析一般関連業務 平成１２年度 － 5 5 3  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効率
的かつ適正な執行に努めること。

5 5 0 - 現状通り
今後とも、事業の適切な進捗管理、予算の
効率的かつ適正な執行に努める。

政策統括官（経済
財政分析担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0135 - - - - - 平成２９年対象 ○

143 交付金効果検証事業に必要な経費 平成２８年度 平成２９年度 - 200 173  点検対象外 終了予定
事業終了後、早急に実効性の高いフォローアッ
プに努め、事業の有効性・成果について適切か
つ明確になるよう検証するべき。

- - - - 予定通り終了

本事業は平成２９年度で終了。
なお、本事業の成果物としてホームページ
で公表している「地方創生事業実施のため
のガイドライン」については、今後、自治
体に活用していただくとともに、有効性を
検証していく予定。

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

- 0136 - - - - - 平成２９年対象 ○

144 地域産品魅力発信事業に必要な経費 平成２８年度 平成２９年度 - 115 -  点検対象外 終了予定
本事業の執行は取りやめとなったが、事業を実
施しなかった事情を踏まえ、今後の同種事業の
実施につき考慮すべき。

- - - - 予定通り終了
所見を踏まえ、今後、同種の事業を実施す
る際に考慮することとしたい

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

- 0137 - - - - - 平成２９年対象 　 ○ 　

145 地方創生加速化交付金に必要な経費 平成２７年度 平成２９年度 - 43 38  点検対象外 終了予定
事業終了後、早急に実効性の高いフォローアッ
プに努め、事業の有効性・成果について適切か
つ明確になるよう検証するべき。

- - - - 予定通り終了

地方創生に向けた先駆的な事業における効
果的な事業評価及び課題分析の手法のとり
まとめや地方創生関係交付金を活用した優
良事例の横展開を図り、地方公共団体にお
ける今後の新規事業の設計・立案、有益な
効果検証につなげていくため、効果検証事
業を実施し、平成30年4月に「地方創生加速
化交付金事業の効果検証に関する調査報告
書」を公表した。

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生加速化推進費
（大事項）地方創生加速化交
付金に必要な経費

内閣
府

- 0138 - - - - - 平成２８年対象 ○

146 都市再生推進経費 平成２８年度 － 222 13 10  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切に検
証するとともに、予算の効率的執行に努め、執
行実績を概算要求に適切に反映させるべき。

50 123 73 - 現状通り
引き続き、予算の効率的執行に努め、適切
な検証とそれに基づいた概算要求を実施し
ていく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」104

地方創生推進事務
局
地方創生推進室

一般会計

（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

- 0139 - - - - - 平成２９年対象 ○

147 科学技術・イノベーション政策に係る調査等 平成１３年度 － 30 30 19  点検対象外 現状通り
専門性の高い業務の入札にあたっては、入札説
明会の開催等を通じて事業内容を理解してもら
うなど、改善に取り組むこと。

31 31 - - 現状通り

専門性の高い業務の入札にあたっては、入
札説明会の開催等を通じて事業内容の理解
が図られるよう改善に取り組むとともに、
引き続き適切な事業の実施に努める。

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0140 - - - - - 平成２６年対象 ○

148
総合科学技術・イノベーション活動に係る国際
活動

平成１４年度 － 25 25 31  点検対象外 現状通り
会議運営の見直し等、引き続き予算の効率的か
つ適正な執行に努めること。

25 25 - - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、予算の効率的な執行に留意しつつ、引
き続き事業予算の執行管理を徹底し、効率
的、効果的な事業の実施に努める。

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0141 - - - - - 平成２６年対象



平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合１つ目 ２つ目 ３つ目

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

149 科学技術関係予算の改革 平成１８年度 平成２９年度 4 4 0  点検対象外 終了予定 予定通り終了。 - - - - 予定通り終了 予定通り終了。
政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0142 - - - - - 平成２８年対象

150 科学技術システム改革の推進 平成１８年度 － 12 12 9  点検対象外 現状通り
入札業務における一層の競争性確保、事業の適
切な進捗管理、予算の効率的かつ適正な執行に
努めること。

24 151 128 - 現状通り

・引き続き、事業の適切な進捗管理、予算
の効率的かつ適正な執行に努める。
・平成31年度概算要求においては、既存経
費の見直しを行うとともに、日本オープン
イノベーション大賞（産学官連携功労者表
彰の後継）の実施を通じたオープンイノ
ベーションの推進や技術シーズとニーズの
マッチングに係る取組等の強化を図ること
で技術シーズの迅速な社会実装を推進・加
速する。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」131

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0143 - - - - - 平成２８年対象 ○

151 革新的研究開発の推進 平成２２年度 － 7 7 6  点検対象外 現状通り
IｍPACTの効果的推進を目的とする本事業の説明
と、IｍPACTそのものの説明（国費投入の必要
性）が混在してしまっている。

7 7 - - 現状通り

ImPACTの効果的な推進等に必要となる個々
のPMの評価及び制度面の評価に必要となる
情報の収集・分析や、FIRST・NEXTの追跡評
価のための各種調査等を行うために、研究
開発の進捗等を踏まえながら、会議の回数
や現地調査の回数及び人員等を精査した上
で、必要な経費を要求額へ反映した。
予算の効率的な執行に留意しつつ、引き続
き事業予算の執行管理を徹底し、効率的、
効果的な事業の実施に努める。

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0144 - - - - - 平成２９年対象

152
第５期科学技術基本計画及び科学技術イノベー
ション総合戦略の推進に必要な政策立案調査

平成２６年度 － 612 96 88  点検対象外 現状通り

事業内容の専門性が高い事業の入札について
は、公告期間を長くとったり、入札説明会を開
催するなど、競争性を高めるよう改善策を講じ
ること。

171 560 389 - 現状通り

事業内容の専門性が高い事業の入札につい
ては、公告期間を長くとったり、入札説明
会を開催するなど、競争性を高めるよう改
善策を講じる。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」434

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0145 - - - - - 平成２７年対象 ○

153
現地対策本部設置に係る施設の改修に要する経
費

平成２６年度 平成３４年度 147 217 208  点検対象外 現状通り
一者応札となってしまった案件については、そ
の要因をよく分析の上、同種の案件の入札を行
う際には、改善策を講じること。

- 111 111 - 現状通り
一者応札となっている案件については、そ
の要因を分析し、同種の案件の入札を行う
際には、改善に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）内閣本府施設費（大事
項） 内閣本府施設整備に必要
な経費

内閣
府

- 0146 - - - - - 平成２７年対象

154 災害対策本部予備施設の改修に要する経費 平成２６年度 － 56 6 5  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適正な進捗管理、予算の適切
かつ効率的な執行に努めること。

45 158 113 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理を行い、
競争性を確保した契約を行うことにより予
算の効率的かつ適正な執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」158

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）内閣本府施設費（大事
項）内閣本府施設整備に必要
な経費

内閣
府

- 0147 - - - - - 平成２７年対象 　

155
中央防災無線網の施設整備及び管理に要する経
費

平成１２年度 － 1,175 1,500 1,443  点検対象外 現状通り

一者応札については、競争性を高めるための工
夫（要件の緩和、仕様書の内容が既存の契約業
者に有利なものとなっていないか）、入札情報
の周知徹底等により、改善を図るべき。

905 1,123 218 - 現状通り

引き続き、入札に参入可能な事業者の事前
調査（市場価格調査の実施）、入札説明会
の開催を実施し、入札情報の周知徹底を図
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」296

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0148 - - - - - 平成２８年対象

156
総合防災訓練大綱に基づく総合防災訓練に係る
経費

平成２６年度 － 102 102 57  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適切
かつ効率的な執行に努めること。

92 99 8 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理を行うと
ともに、競争性を確保した契約を行い予算
の効率的かつ適正な執行に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0149 - - - - - 平成２７年対象

157 定住外国人施策推進経費 平成２１年度 平成３０年度 7 7 6  点検対象外 終了予定 - 7 - ▲7 - 予定通り終了

定住外国人施策推進経費については、「外
国人の受入れ環境の整備に関する業務の基
本方針について」（平成３０年７月２４日
閣議決定）により、同日付けで「日系定住
外国人施策」関係事務が法務省へ移管され
た。
このため、平成３１年度の概算要求は、内
閣府からは行わない。

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0150 - - - - - 平成２６年対象

158 栄典事務の適切な遂行に必要な経費 明治９年度 － 2,693 2,693 2,691  点検対象外 現状通り
予算の効率的執行に努め、執行実績や執行見込
を適切に概算要求に反映させること。

2,688 2,724 36 - 現状通り
勲章等の在庫数の適正化を図りつつ、執行
実績や執行見込を概算要求に反映させた。

賞勲局 一般会計
（項）栄典行政費（大事項）
栄典事務の適切な遂行に必要
な経費

内閣
府

- 0151 - - - - - 平成２８年対象

159 食品安全確保総合調査費 平成１５年度 － 72 72 69  点検対象外 現状通り
一者応札となってしまった案件については、そ
の要因をよく分析の上、改善策を講じること。

59 61 2 現状通り
上記の「点検結果」欄に記載のとおり、引
き続き１者応札要因を分析し、その改善に
努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」7

食品安全委員会 一般会計
（項）食品安全政策費（大事
項）食品安全の確保に必要な
経費

内閣
府

- 0152 - - - - - 平成２９年対象 ○

160 食品安全行政の充実・強化経費 平成１５年度 － 42 42 34 

 「予算額」の欄では、29年度までほぼ安定
した予算額、執行額となっている。「事業の
効率性」欄で、30年度における食品安全モニ
ター会議廃止が、コスト削減・効率化の事柄
として挙げられているにも関わらず、予算は
29年度までに比して増額となっている。これ
までの執行率も考慮すると、別な事項でかな
りの増額要因でもあったのか、明らかにすべ
きではないか。また、アウトカム欄に、28年
度からアクセス数の集計方法が変わったとの
記載があるが、アウトカムの目標アクセス数
自体がないというのはおかしいのではない
か。

現状通り

有識者の所見を踏まえ、食品安全モニター会議
の廃止といった効率化が図られている半面、30
年度予算額が増加している要因について説明を
加えること。また、アウトカムの目標アクセス
数については、目標を記載すべき。

45 45 0 現状通り

平成30年度予算よりリスク評価を一層推進
する観点から、毒性データの電子化に伴う
予算を計上しているところであり、外部有
識者の所見も踏まえ、予算の効率的執行に
努めるとともに食品安全行政の充実・強化
に取り組む。なお、アウトカム（アクセス
件数）については、「平成28-30年度の平均
が平成21-27年度の7中５平均（284,000件）
より増加」との目標値を設定しているとこ
ろ、単年度の目標値設定ではないので、単
年度の目標値欄には記載していない。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」9

食品安全委員会 一般会計
（項）食品安全政策費（大事
項）食品安全の確保に必要な
経費

内閣
府

- 0153 - - - - - 最終実施年度

161 迎賓館施設整備に必要な経費 昭和５４年度 － 534 304 498  点検対象外 現状通り

引き続き予算の効率的執行に努め、国賓等の接
遇や一般参観等に支障が生じないよう、最適な
施設整備計画を策定の上、概算要求に反映させ
ること。

899 735 ▲164 - 現状通り

事業内容を適切に検証し、予算の効率的執
行に努めた上で、国賓等の接遇や一般公開
等に支障が生じないよう、施設整備計画に
基づいた予算について概算要求を行った。

迎賓館 一般会計
（項）内閣本府施設費（大事
項）内閣本府施設整備に必要
な経費

内閣
府

- 0154 - - - - - 平成２６年対象

162 クールジャパン戦略推進経費 平成２７年度 － 80 60 49  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の有効性・効果について適切に
検証するとともに、予算の効率的執行に努め、
執行実績を適切に概算要求に反映させること。

58 104 46 - 現状通り
御指摘を踏まえ、真に必要な概算要求を行
うとともに、予算の効率的執行に努めて参
りたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」54

知的財産戦略推進
事務局

一般会計
（項）知的財産戦略推進事務
局（大事項）知的財産戦略推
進事務局の運営に必要な経費

内閣
府

- 0155 - - - - - 平成２９年対象

163 北方地域旧漁業権者等貸付事業 昭和３６年度 － 157 157 123  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効果について適切に検証すると
ともに、予算の効率的執行に努め、執行実績を
適切に概算要求に反映させること。

144 145 1 - 現状通り
引き続き適正な予算の執行、事業成果の検
証に努めることとする。

北方対策本部 一般会計
（項）北方対策本部（大事
項）北方領土問題対策に必要
な経費

内閣
府

- 0156 - - - - - 平成２８年対象 ○

164
独立行政法人北方領土問題対策協会運営費交付
金

平成１５年度 － 1,236 1,236 1,236  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効果について適切に検証すると
ともに、予算の効率的執行に努め、執行実績を
適切に概算要求に反映させるべき。

1,322 1,432 110 - 現状通り
引き続き適正な予算の執行、事業成果の検
証に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」274

北方対策本部 一般会計

（項）独立行政法人北方領土
問題対策協会運営費（大事
項）独立行政法人北方領土問
題対策協会運営費交付金に必
要な経費

内閣
府

- 0157 - - - - - 平成２７年対象 ○

165
国立研究開発法人日本医療研究開発機構出資に
必要な経費

平成２８年度 平成２９年度 30,000 30,000 30,000 

 研究開発法人が研究テーマを設定するもの
ではないことから、「支出上位10者リスト」
の各欄の数値の記載方が他事業と異なってい
るが、入札者欄、落札率欄は、意味不明なも
のとなっており、工夫あるいは説明を加える
べきものと思う。また、「事業の効率性」欄
において、契約額が、件名選定時に課題評価
委員会によってチェックされる旨の記載があ
るが、研究実施段階において、民間企業にお
ける支出に対してどの程度の検証がなされる
仕組みになっているのかも明らかにすべきで
ある。

終了予定

今後、同種の事業を実施する場合、当業務を通
じて得られた知見を基に効果的･効率的な予算要
求及び予算執行を行うこととし、レビューシー
トの作成にあたっては外部有識者の所見を踏ま
えて作成すること。

- - - - 予定通り終了

今後、同種の事業を実施する場合、当業務
を通じて得られた知見を基に効果的･効率的
な予算要求及び予算執行を行うこととす
る。
ご指摘の「入札者数欄」は、開発課題の公
募に対する応募者数を記載しているとこ
ろ、第1回公募と第2回公募の別がわかるよ
う説明を加えた。また、応募者の中から課
題評価委員会により選定されたものを採択
する当事業の性質上、「落札率欄」に記載
することは不適切であることから削除し
た。「事業の効率性」欄についてもご指摘
を踏まえて修正した。

日本医療研究開発
機構・医療情報基
盤担当室

一般会計

（項）国立研究開発法人日本
医療研究開発機構出資（大事
項）国立研究開発法人日本医
療研究開発機構出資に必要な
経費

内閣
府

- 0158 - - - - - その他

166
迎賓館の魅力向上に向けた施設整備に必要な経
費

平成２９年度 平成３１年度 196 196 124 

 本事業は、29年度開始で「終了予定なし」
とあるが、一方で、「事業概要」欄には、
「平成32年度前半開業予定」となっている。
総事業費と、年度毎の計画額を明らかにすべ
きである。また、迎賓館の一般公開事業で
は、観覧料を徴収しているが、ここでの設備
整備に係るコストは、観覧料に関係させてい
くのか否か、明らかにすべきではないかと思
われる。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、施設整備に必要な
総事業費と年度毎の計画額について国民にわか
りやすく説明すべき。また、迎賓館の観覧料と
の関係については、どのような整理となるのか
明らかにすべき。

499 1,490 991 - 現状通り

・所見を踏まえ、終了年度を平成31年度と
修正した（また事業概要の「開業予定」も
「完成・運営開始」に修正）。なお、総事
業費及び年度ごとの計画額については、
「予算の状況」欄を参照されたい。
・本施設は、参観者の利便性・満足度の向
上を図ることを主目的としつつ、新宿区立
若葉東公園内に公園施設として整備するた
め、周辺住民の利便性・満足度向上にも資
することから、施設整備に係るコストを迎
賓館の参観料に反映させることは想定して
いない。なお、施設整備に当たっては支出
委任先である国土交通省とも連携し、コス
トの抑制に努めて参りたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,489

大臣官房 一般会計

（項）内閣本府施設費（大事
項）内閣本府施設整備に必要
な経費
（項）内閣本府共通費（大事
項）内閣本府一般行政に必要
な経費

内閣
府

新
29

- 0013 - - - - - 前年度新規 　

- - - - - -
1,543,623 1,556,224 1,470,863 497,983 559,018 61,035 ▲361 

11,127 11,023 9,926 10,433 15,479 5,046 - 

1,655,925 1,657,177 1,595,932 2,588,424 2,565,829 ▲22,595 - 

1,293,291 1,293,187 1,288,346 2,177,826 2,145,212 ▲32,614 

1,913 1,913 1,506 1,786 1,806 20 

5,179 5,179 2,053 25,962 39,881 13,919 

2,836,914 2,849,411 2,759,208 2,675,809 2,704,229 28,421 

13,040 12,936 11,432 12,219 17,285 5,066 

1,661,104 1,662,356 1,597,985 2,614,386 2,605,710 ▲8,676 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成30年度の点検の結果、事業を廃止し平成31年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成30年度の点検の結果、見直しが行われ平成31年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成30年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成31年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。
注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成30年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度又は平成２９年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２６年度対象」、「平成２７年度対象」、「平成
２８年度対象」、「平成２９年度対象」と記載する。なお、平成３０年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度又は平成２９年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

年金特別会計子ども・子育て支援勘定

合　　　　　計

一般会計

エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

年金特別会計子ども・子育て支援勘定

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

年金特別会計子ども・子育て支援勘定

行政事業レビュー対象　計

一般会計



平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合１つ目 ２つ目 ３つ目

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。
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